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第 1章 序論

1.1 研究の背景と目的

近年，移動体通信網の発達によりスマートフォンなどの高機能な携帯形の無線通

信端末が広く普及している [1]．これらの携帯端末は，移動体通信網の基地局や無線

LAN（Local Area Network）のアクセスポイントを通じて時間や場所を問わずにイン

ターネットと接続することが可能である．しかし，イベント会場などにおいてデータ

を配布する際に多くのユーザがインターネットを通じて同時に情報の取得を行った場

合，多量の通信資源を消費しアクセスポイントに多大な負荷がかかるため，通信設備

の一時的な増強が必要となる．また，災害時などにおいて既存の通信設備が故障した

場合，ネットワークが切断され，被災者の安否確認や避難所などでのネットワークへ

の接続が困難となる．

上述した環境下において，既存の通信設備に依存せずに無線通信端末のみを利用し

てネットワークを構築し通信を行う技術として，アドホックネットワークが注目され

ている．アドホックネットワークでは，ネットワークに参加している各端末が通信を

中継するマルチホップ伝送を用いることで，自身の通信範囲外となる端末と通信を

行うことが可能である．これにより，既存のネットワークに依存しない自律分散的な

ネットワークを構築することで，既存のネットワークとの接続が困難な環境下での一

時的なインフラの構築や効率的な情報配信が可能となる．

一般的にアドホックネットワークでは，既存のネットワークとの接続性を維持するた

め IEEE 802.11 MAC [4]などの既存の無線通信技術を利用し，TCP/IP（Transmission

Control Protocol / Internet Protocol） [5, 6]プロトコルスタックに基づいた自律分

散形のマルチホップネットワークを形成する．そのため，アドホックネットワークは，

既存技術を利用して構築されるが，各端末が中継端末となることから既存の有線ネッ

トワークとは大きく異なる特徴をもつ．まず，無線通信機能をもつ携帯端末を利用し

てネットワークを構築するため，各端末は移動が可能である．そのため，ネットワー

クトポロジーはその時々に応じて常に変化し，適切な経路もトポロジーの変化に伴い

大きく変化する．これにより，構築した経路は時間とともに不適当な経路となる可能

性があり，不必要に迂回した非効率な中継の発生や経路の再構築が発生し，通信資源

の消費に繋がる．更に，データは複数の無線リンクを経由してマルチホップ伝送され

るため，従来の有線ネットワークと比較して各リンクの信頼性は通信環境の変化によ

る影響で大きく変動する．これにより，一時的な電波干渉による各リンクでのデータ
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の損失やリンクの切断が発生し，損失を回復するための各リンクでの再送制御や，リ

ンク切断に伴う経路の再構築が発生する可能性があり，通信資源の消費や通信負荷が

発生する問題がある．また，信頼性の低下に伴い，従来のネットワークで利用される

通信方式を直接適用した場合，非効率な通信制御が行われ，大きな通信効率の低下を

招く可能性がある．

本論文では，上述したアドホックネットワークの特徴に起因する問題を解決するた

め，従来の有線ネットワークとは異なり，通信範囲内であればデータ受信が可能とな

る特徴である無線通信の同報性に着目し，通信環境やトポロジーの変化に適応した通

信方式の提案を行う．

1.2 研究の概要

本論文では，無線アドホックネットワークで課題となる通信の信頼性と効率の改善

を目的とし，無線通信の特徴である同報性に着目した通信方式の検討を行う．本論文

では，電波干渉などの一時的な要因により発生する損失に適応するためのデータリン

ク層での制御，端末移動などを含め様々な通信環境の変化に適応したネットワーク層

での経路制御についての検討を行う．図 1.1及び以下に本論文の構成を示す．

第 1章は序論であり，研究の背景，目的，及び概要について述べている．

第 2章は，アドホックネットワークの概要やアドホックネットワークで用いられる

通信制御，及びその特徴に起因する問題点について検討している．アドホックネット

ワークでは，移動可能な端末を利用した自律分散形ネットワークを構築するため，既

存の有線ネットワークとは大きく異なる特徴をもつ．代表的な特徴として各端末が中

継端末となりマルチホップ伝送を行う点，データの転送に無線通信が用いられる点，

各端末は移動が可能である点が挙げられる．これらの特徴に起因したアドホックネッ

トワーク特有の通信特性が各層での通信制御に影響を与え，通信の信頼性や効率の低

下を招く．本章では，特にネットワーク層で行われる経路制御とデータリンク層で行

われる信頼性制御に着目し，アドホックネットワークがもつ特徴や通信特性に起因す

る問題点を解決するために，本論文で取り扱う課題について述べている．

第 3章では，経路を構成する各リンクの信頼性向上を目的とした経路近傍の端末を利

用した自律分散形の再送制御について検討している．アドホックネットワークでは，経

路上のリンクで損失が発生した場合，データリンク層で利用される IEEE 802.11 MAC

での自動再送要求（ARQ: Automatic Repeat Request）を利用した損失データの回

復が行われる．しかし，ARQでは，電波の干渉や端末の移動による影響が考慮されて
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おらず，次ホップ端末が一時的に通信範囲外となった場合，再送上限回数に達するま

で再送が行われる．そのため，データの再送に伴う通信遅延やリンクの切断による経

路再構築が発生し，通信資源の消費や通信負荷の増加などの要因となる．上述した問

題に対して，経路近傍の端末が無線通信の同報性を利用してリンクでの通信の成否を

確認することで，データの損失が発生した際に近傍端末が代わりに再送を行う手法が

提案されている．これらの手法では，各経路の近傍端末が，各リンクの通信を漏れ聞

くことで，データの損失が発生した場合に自律的に再送を行う手法が提案されている．

しかし，従来手法では各データの転送に対して制御を行う必要があり，連続的なデー

タの損失が発生した場合には，衝突回避や制御メッセージの交換に伴う通信遅延が発

生する問題がある．また，一時的に中継経路を構築することで上述した問題に対応す

る手法も提案されているが，適切な中継回数を設定することが困難であり，不必要な

迂回中継制御が行われる問題がある．そこで，提案手法では，優先的に再送を行う端

末を一端末設定することで，連続的な損失が発生した場合による遅延の発生を抑制す

ることで，通信環境に適応した再送制御を実現している．

第 4章では，通信の信頼性や効率の改善を目的とした低負荷な転送端末選択を実現

第6章 結論

第1章 序論

第2章 アࢻホックネッࢺワーク

第3章 優先端末を利用した近傍協力再送制御

第4章 利用領域制限付きの確率的࡞転送制御

特定経路構築形

第5章 端末指定を利用した確率的࡞経路制御

特定経路非構築形

経路近傍端末を利用した転送経路多様化

特定経路࡟依存し࡞い転送制御

経路近傍端末を利用したリンク品質改善

図 1.1 本論文の構成
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するため，経路とその経路近傍の端末を利用した確率的経路制御について検討してい

る．アドホックネットワークでは，電波の干渉による各リンクでの通信品質の変化や

端末の移動によるネットワークトポロジーの変化が発生することから，単一の経路を

構築する経路制御では，低品質なリンク上での連続的なデータの再送やリンク切断に

伴う経路再構築が発生する．この問題に対し，経路の近傍端末を利用した経路の迂回

や，2ホップ先の経路端末を利用した経路の飛越しを行うことで転送経路の多様性を

得る手法が提案されている．しかし，従来手法では構築した経路に強く依存した制御

が行われるため，経路を大きく迂回した転送経路を選択できない問題がある．また，

データを受信した端末が自律的に転送の可否を決定する確率的経路制御では，ネット

ワーク内に存在する端末が自律的にデータの転送に参加してしまうため，転送に利用

する領域が拡大し，通信資源の消費が増加する問題がある．本章では，無線通信の同

報性に基づき構築した経路とその近傍領域を利用する確率的経路制御を提案している．

これにより，経路上でデータの損失した場合に，データを受信した近傍端末が自律的

に算出した待機時間に基づき転送を行うことで，通信信頼性と通信効率の改善を実現

している．また，データの転送を行った端末が適応的に経路の更新を行うことで，経

路の再構築を行うことなくトポロジーの変化への適応を実現している．

第 5章では，確率的経路制御における転送端末選択の改善，通信環境や端末密度が

確率的経路制御に与える影響の緩和を行うことで，通信の信頼性や効率の改善の目的

とした確率的経路制御について検討している．従来，待機時間に基づく確率的経路制

御では，送信されたデータを受信した複数の端末の中から，各端末が算出する待機時

間に基づき転送端末選択を行う．しかし，各端末はデータを転送する前に常に転送待

機を行う必要があるため，各ホップでの待機遅延が発生する．また，従来の確率的経

路制御での転送待機時間算出では，あて先端末に近い端末が先にデータの転送を行う

とは限らず，不必要な迂回転送が発生する可能性があり，通信資源の消費や通信負荷

の増加が発生する．更に，従来の確率的経路制御では複数の端末を利用した転送制御

を前提としているため，性能が端末密度に強く依存しており，端末密度が低下した場

合や，転送に利用する領域内に疎な領域を含む場合，エンドエンド間での信頼性が大

きく低下してしまう場合がある．本章では，待機時間を利用することなく優先的に転

送する端末を利用する確率的経路制御の提案，及び受信端末の中で最もあて先端末に

近い端末が常に優先して転送を行う待機時間算出式を提案し，待機時間に起因する通

信遅延の発生や不必要な迂回転送の発生を抑制している．更に，各ホップでの自律的

な再送制御を利用することで，端末密度に起因する信頼性低下の抑制を実現している．

第 6章は結論であり，本論文で得られた成果をまとめ，考察している．
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最後に，本論文における約束事に関して述べる．

• 章，節は次のような順序で大項目から小項目へと移る．

例： 第 3章，3.2，3.2.1

• 式，図，及び表は，章単位で通し番号をつける．

例： 式 (3.1)，図 3.1，表 3.1

• 参考文献は，文章中及び文章の末尾に文献番号で示す．

• 本論文では各層での通信を区別するため，ネットワーク層ではパケット，デー

タリンク層ではフレームをそれぞれ用いる．
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第 2章 アドホックネットワーク

2.1 まえがき

アドホックネットワークは，スマートフォンなどの携帯可能な無線通信端末を利用

して既存の通信設備に依存することなく構成される．また，各端末が互いに通信を中

継するマルチホップ通信を利用することで，自身の通信範囲外にいる端末との通信が

可能であり，アドホックネットワークでは自律分散的なネットワークを構築すること

が可能である．しかし，各端末は無線通信を利用するため電波干渉などによる通信品

質の変化が発生し，携帯可能な端末を利用するため端末の移動によるトポロジーの変

化が発生する．

本章では，本論文の主題となるアドホックネットワークの概要，特徴，及びその特

徴に基づいた通信制御について述べ，高信頼かつ高効率な通信を実現するための技術

的課題について述べる．

2.2 アドホックネットワークの特徴

インターネットなどの既存の通信環境は，通信機器同士を直接接続し固定的なネッ

トワークを構築することで実現されている．近年では無線通信技術の発達や移動体通

信網の普及により，末端の通信には無線通信が多く利用されているが，設置されたアク

セスポイントや基地局を経由してネットワークに接続する．アドホックネットワーク

では，上述したような既存のネットワークとは異なり，ネットワークに参加する各端

末がネットワークを構成する一部となり，自律分散的なネットワークを構築すること

で通信を行う．アドホックネットワークにおけるデータ送信例を図 2.1に示す．図の

ように，アドホックネットワークでは，自身の通信範囲内にあて先端末が存在しない

場合においても，ネットワークに参加している各端末が通信の中継を行うマルチホッ

プ通信を利用することで，自身の通信範囲に依存しない通信を実現している．

アドホックネットワークでは，上述した機能を実現するため，下記のような特徴を

もつ．

（1）無線通信

アドホックネットワークでは，既存の通信設備に依らずに各端末同士が無線通信を

利用することで直接データの送信を行う．そのため，他の端末が通信範囲内に存在す

る場合，端末位置に依らずにデータの送信を行うことが可能である．しかし，無線通

– 6 –



Source Destination

Source and destination can communicate

each other by using relay terminals

Route DataRelay terminal

Source or destinationTerminal

図 2.1 アドホックネットワークにおけるデータ送信例

信では電波干渉や障害物などの影響により電波強度が大きく変化するため，有線によ

る通信と比較すると，通信品質が不安定であり，送信したデータの損失が発生する可

能性がある．

（2）マルチホップ伝送

アドホックネットワークでは，複数の端末を利用して自律分散的なネットワークが

構成されることから，ネットワークに参加している全ての端末が自身の通信範囲内に

存在するとは限らない．そのため，アドホックネットワークでは，通信範囲外に存在

する端末にデータを送信したい場合，自身の通信範囲内に存在する端末が通信を中継

し，データの転送を繰り返すことで，通信範囲外となる端末までデータを伝送するマ

ルチホップ伝送が用いられる．一般的に，インターネットなどの既存のネットワーク

ではネットワークを構成する各ルータが中継の役割を担うが，アドホックネットワー

クでは各端末がルータの機能をもつことで，自律分散的なネットワークを構築する．

しかし，アドホックネットワークでは，通信品質は様々な要因により大きく変化する

ことから，通信品質の変化に適応した経路の構築を行う必要がある．

（3）端末移動

アドホックネットワークでは，携帯端末を利用してネットワークが構成されるため，

各端末は移動が可能であり，ネットワークのトポロジーは端末の移動に伴い大きく変
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化する．一般的にインターネットなどの既存のネットワークでは，トポロジーの変化

は頻繁には発生しないことから，構築される通信経路は固定的なものとなる．一方で，

アドホックネットワークでは，端末の移動による影響でネットワークのトポロジーは

時間とともに大きく変化し，データの転送に利用する経路を動的に変更する必要が

ある．

2.3 アドホックネットワークの通信制御とその問題点

アドホックネットワークでは 2.2 で述べた特徴を有することから，既存のネット

ワークで利用されている通信制御を直接適用することが困難である場合や，通信効率

の低下を招く可能性がある．アドホックネットワークでは，既存の通信資源や通信網

との接続性を保つため，基本的には図 2.2に示すような既存の通信モデル [5–7]に基づ

いた通信制御が行われる．なお，本論文においても既存の通信モデルに基づいた通信

制御での利用を想定する．本節では本論文で対象となるデータリンク層，ネットワー

ク層での通信制御について述べる．

（1）データリンク層

データリンク層では，物理的な伝送路の制御や，直接通信を行う端末間での通信制

御を行う．多くの場合，アドホックネットワークでは，携帯端末がもつ既存の通信資

源を再利用することを想定しているため代表的なデータリンク層での通信制御である

IEEE 802.11 [4]などの利用が想定される．IEEE 802.11では，無線通信を伝送路に用

いるため，有線通信とは異なり送信したフレームの衝突検知を行うことができない．そ

Internet Layer

Link Layer

Transport Layer

Application Layer

TCP/IP model

Application Layer

Presentation Layer

Session Layer

Transport Layer

Network Layer

Data Link Layer

Physical Layer

OSI Reference Model

図 2.2 既存の通信モデル
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Slot

Busy

Random backoff

SIFSDIFS

ACK frame

transmissionBusy

Sender

Receiver

t
Busy

Busy

Data frame

transmission

図 2.3 IEEE 802.11における通信例

のため，アクセス制御に CSMA/CA（Carrier Sense Multiple Access with Collision

Avoidance）を用いることで，バックオフに基づく衝突回避を行う．また，無線通信で

は有線通信に比べ通信品質が大きく変化するため，送信したフレームの損失が高い確率

で発生する．そのため，IEEE 802.11では，自動再送要求（ARQ: Automatic Repeat

Request）を利用した送信フレームの受信確認及び再送制御を行うことで，信頼性を

改善している．IEEE 802.11におけるフレーム送信の例を図 2.3に示す．自身が送信

フレームをもち，他端末の送信信号が検出できなくなったとき，DIFS（Distributed

Interframe Space）で定義されている時間待機する．DIFS経過後も，同様に他端末の

送信信号が検出できない場合，ランダムなバックオフ時間待機する．待機中に他端末

によるフレーム送信が検出できない場合，データフレームの送信を行う．待機中に他

端末がフレーム送信を開始した場合，送信待機を中止し，フレーム送信の終了を待ち，

再度DIFSで定義されている時間待機する．上述した制御を行うことで，IEEE 802.11

では各端末間での衝突回避を行う．また，データフレーム送信後，送信端末はデータ

フレームを受信した端末からの確認応答（ACK: Acknowlegement）フレームを一定

時間待機する．一定時間内に，ACKフレームが確認できない場合，送信したフレーム

を損失したと判断し，データフレームの再送を行う．このようにフレームの損失確認

と再送を一定回数繰り返すことで，各リンクの通信信頼性を向上させている．

上述したように，無線通信におけるデータリンク層での通信制御では，バックオフ制

御に基づきフレーム送信前に待機を行うことで，フレームを送信する端末間で互いに

衝突の回避を行う．しかし，図 2.4 (a)に示すように，送信端末の通信範囲外の端末が

同じあて先端末に対して同時にデータフレーム送信をはじめた場合，データフレーム

の送信を行っている両端末は互いの通信を検出することができず，データフレーム送

信の衝突が発生する可能性がある．これを隠れ端末問題（Hidden Terminal Problem）
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と呼ぶ．

この問題を解決するため，データフレームの送信前に送信元端末とあて先端末間

で制御フレームを交換し，あて先端末近傍に存在する端末のデータフレーム送信を

制限する RTS/CTS（Request To Send / Clear To Send）[4, 8] が提案されている．

RTS/CTSでは，データフレーム送信前に RTSフレームを送信し，RTSフレームを

受信したあて先端末は，通信が可能である場合には CTS フレームをブロードキャス

トする．CTSフレームを受信した送信元端末は，データフレームの送信を開始する．

CTS フレームを受信したあて先端末の近傍端末は，送信元端末とあて先端末間での

データフレームや ACK フレームの送受信にかかる時間に基づいて算出される NAV

（Network Allocation Vector）を設定し待機する．これにより，NAV期間内では，あ

て先端末の近傍に存在する端末のフレーム送信を抑制することで，データフレーム送

信の衝突を回避する．

RTS/CTSでは，仮想的なキャリア検知を行うことで，通信範囲外の端末が同一の

あて先端末にフレームを送信する際に生じる問題を解決している．しかし，図 2.4 (b)

に示すように，自身の通信範囲外に存在する端末が RTS フレームを送信し，自身の

近傍に存在する端末が CTS フレームを送信したとき，自身は受信した CTS フレー

ムの情報に従い NAV を設定し待機する．このとき，他の端末が自身に対して RTS

フレームを送信した場合，自身は NAV によりフレーム送信が制限されているため，

CTSフレームを応答することができない．そのため，過剰に通信が抑制され，通信性

能が低下する問題がある．これをさらし端末問題（Exposed Terminal Problem）と

They cannot know the

transmissions with each other

Collision

(1) The terminal receives CTS

frame and wait for NAV expiration

(2) The terminal ignores

the RTS frame until NAV

DataTerminal CTSRTS

(a) Hidden terminal problem (b) Exposed terminal problem

図 2.4 隠れ端末問題とさらし端末問題
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呼ぶ．また，上述した問題に加え，アドホックネットワークでは RTS/CTSに起因す

る問題 [9, 10]や，キャプチャ効果に起因する問題 [11, 12]が発生する可能性がある．

（2）ネットワーク層

アドホックネットワークでは，2.2で述べたように，ネットワークを自律分散的に

構築する必要がある．そのため，OSPF（Open Shortest Path First）[13] などの既

存の有線ネットワーク向けに提案された経路制御を直接適用することは困難である

と考えられる．そこで，自律分散的に経路を構築することが可能な経路制御が多く

提案されている [14]．これらの経路制御は，経路の構築や管理の方式に応じて，主に

リアクティブ形（オンデマンド形）とプロアクティブ形（テーブル駆動形）に大別

される．DSR（Dynamic Source Routing）[17,18]や AODV（Ad-Hoc On-Demand

Distance Vector）[19, 20]に代表されるリアクティブ形経路制御では，通信要求が発

生した際に必要に応じて経路の構築を行う．そのため，制御による通信負荷が少なく，

各端末の電力消費を抑制できるという利点がある．しかし，データパケットの転送に

利用される経路は送信要求発生時に構築されるため，リアクティブ形経路制御では経

路構築に伴う待機遅延が発生する．DSDV（Destination-Sequenced Distance-Vector

Routing）[15]や OLSR（Optimized Link State Routing Protocol）[16]に代表され

るプロアクティブ形では，制御メッセージを交換することで，常に経路の構築や維持

を行う．そのため，各端末は事前に経路を保持しているため，経路の構築による待機

遅延が発生することなく即座にデータパケットを送信することが可能である．しかし，

常に制御メッセージを交換し，経路を維持する必要があるため，制御メッセージによる

通信負荷や電力消費が発生する．なお，アドホックネットワークでは携帯形の無線端

末を利用することで，自律的に構成することを想定するため，本論文ではリアクティ

ブ形の経路制御を主な検討の対象とする．アドホックネットワークにおける代表的な

経路制御を以下の（a）～（c）に示す．

（a）単一経路形経路制御

アドホックネットワークでは，送信元端末からあて先端末間のデータパケット伝送

を行うため，構築した単一の経路に沿ってパケットの伝送を行う手法 [14]が提案され

ている．DSR（Dynamic Source Routing）[17,18]や AODV（Ad-Hoc On-Demand

Distance Vector）[19, 20] が提案されている．単一経路形経路制御の動作例を図 2.5

に示す．これらの手法では，自身のパケット送信前に送信元端末とあて先端末間で制

御パケットを交換することで，あて先端末までの経路構築を行う．経路構築後，送信

元端末は構築した経路に沿ってパケットの送信を行う．そのため，通信資源の消費を

最小限に抑えたパケット伝送を行うことができる．しかし，通信環境の変化やトポロ
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ジーの変化によって経路に沿ったパケットの転送が困難となった場合，経路の再構築

を行う必要性がある．そのため，経路再構築に伴う制御パケットが送信され，通信資

源の消費や通信効率の低下が発生する可能性がある．

（b）複数経路形経路制御

単一経路形経路制御では，構築した単一の経路に沿ってあて先端末までのデータパ

ケット伝送を行う．しかし，上述した通り，経路再構築に伴う制御パケット拡散によ

る通信資源の消費や再構築が完了するまでの待機遅延が発生する問題がある．そこで，

事前に複数の経路を構築することで，経路の切断やパケットの損失に対応する複数経

路形経路制御 [21]が提案されている．代表的なプロトコルとして AOMDV（Ad-Hoc

On-Demand Multipath Distance Vector Routing）[22] などが提案されている．複

数経路形経路制御では，経路構築時に複数の経路を構築し，複数の経路を同時に利用

したパケットの伝送 [22]や経路の切断に備えた代替経路の保持 [23]などを行うことで

通信効率の改善を実現している．複数経路形経路制御の動作例を図 2.6に示す．図の

ように，複数の経路に沿ってパケット伝送を行うことで，一方の経路でパケットの損

失があった場合や，トポロジーの変化に伴う経路の切断があった場合にも，パケット

伝送を継続することが可能である．しかし，複数の経路の構築，維持を行う必要があ

ることから，制御パケットによる通信負荷が発生する可能性がある．

（c）確率的経路制御

従来の特定の経路を構築する経路制御とは異なり，無線通信の同報性を利用した確

率的経路制御である OR（Opportunistic Routing）[24–26]が提案されている．代表

Source
Destination

Route Data

Source or destinationTerminal Relay terminal

Packets are forwarded

along with the single route

図 2.5 単一経路形経路制御における経路構築例
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的なプロトコルとして ExOR（Extremely Opportunistic Routing）[27,28]やMORE

（MAC-Independent Opportunistic Routing）[29]，OPRAH（Opportunistic Routing

in Dynamic Ad Hoc Networks）[30] などが提案されている．確率的経路制御では，

パケットを受信した端末が自律的に自身の転送の可否を決定することで，特定の経路

に依らない転送制御を行う．確率的経路制御の動作例を図 2.7 に示す．図のように，

パケットを受信した端末が自律的に自身がパケットを転送すべきか否かを判断し，パ

ケットの転送が必要である場合にのみパケットの転送を行う．一方，他端末の転送パ

ケットや確認応答パケットを受信することで，不必要となった転送を停止することで，

Source
Destination

Route 1

Relay terminalSource or destinationTerminal

Route 2 Data

Packets are forwarded

along with several routes

図 2.6 複数経路形経路制御における経路構築例

Source
Destination

Data Implicit ACK

Source or destinationTerminal

Acknowledged terminal

Relay terminal

Forwarding path is opportunistically

selected from among receivers

図 2.7 確率的経路制御における経路構築例
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通信資源の消費を抑制している．しかし，複数の転送端末を利用することから，多く

のデータパケットが送信され通信負荷となる場合や，複数の端末を転送に利用するこ

とを前提としているため，端末密度の変化により性能が大きく変動してしまう問題が

ある．

2.4 むすび

本章では，アドホックネットワークの概要とアドホックネットワークにおける一般

的な通信制御について述べた．2.2では，アドホックネットワークの概要を示し，ア

ドホックネットワークの通信制御における特徴と従来の通信制御との相違点について

述べた．アドホックネットワークでは通信モデルには既存の通信モデルを用いるが，

有線通信を大きく異なる特徴を有することから，既存の通信制御を直接適用すると通

信効率の低下が発生する場合や，適用が困難な場合がある可能性を示した．2.3では，

アドホックネットワークで応用可能である通信技術，及びアドホックネットワークに

対して提案された通信制御を述べ，それぞれの基本的な動作について述べた．
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第 3章 優先端末を利用した近傍協力再送制御

3.1 まえがき

端末が高い移動性をもつアドホックネットワークでは，DSR（Dynamic Source

Routing）[17,18]やAODV（Ad-Hoc On-Demand Distance Vector）[19,20]といっ

た通信の要求に応じてあて先端末までの単一の経路を構築する経路制御が多く検討さ

れている．しかし，これらの経路制御では，送信元端末からあて先端末までのホップ

数に基づき経路の構築を行うため，経路に選択された中継端末間のリンク品質が考慮

されておらず，通信成功率が低いリンクが選択され，パケット損失の発生や経路の切

断の原因となる可能性がある．

上述した問題に対し，事前に代替経路を構築しておくことで，経路が切断した際に

構築済みの代替経路を利用することで，エンドエンド間での通信の切断を抑制する複

数経路形経路制御 [21]が提案されている．しかし，代替経路の構築や維持が必要とな

るため，通信資源を多く消費する可能性がある．更に，端末が高い移動性をもつ環境

では，適切な代替経路の構築や維持を行うことが困難となる．

電波干渉などによる一時的な要因で発生した通信品質の低下による影響を回避する

ため，経路の近傍端末が一時的な損失フレームの回復や不安定なリンクの迂回を行い，

フレームの再送を行う手法 [31–34]や，一時的な迂回中継経路を構築する一時的経路

変更手法 [35]が提案されている．これらの手法では，各リンクで行われるデータリン

ク層での再送制御に注目し，近傍端末がデータフレームを漏れ聞くことで再送制御，

及び中継制御を行うことで通信効率の低下を抑制している．しかし，再送制御手法で

は，各データフレームごとに成功の可否を判断しているため，再送制御における遅延

の増加が問題となる．更に，再送されたデータフレームが誰が送信したフレームかを

判別することが困難であることから，近傍端末間での不必要な再送制御が発生する可

能性があり，通信負荷が増加する要因となる可能性がある．また，一時的経路変更手

法では，適切な経路変更期間を設定することが困難であることから，不必要な迂回中

継転送が発生する可能性があり，通信効率の低下が問題となる．

本章では，上述した問題点を解決する経路近傍端末利用形再送制御（ARTS: Au-

tonomous Retransmission Terminal Selection）を提案する．提案手法では，再送制

御を行った経路近傍の端末が優先的に再送制御を行う優先再送端末となることで，効

率的かつ自律分散的な再送制御を実現する．また，コンピュータシミュレーションを

用いることで，従来手法との比較を行い，提案手法の有効性を明らかにする．

– 15 –



3.2 アドホックネットワークにおける再送制御

3.2.1 一般的な再送制御

アドホックネットワークでは，損失発生時に主に各リンクでの再送制御やエンドエン

ド間での再送制御が行われる．データリンク層で一般的に用いられる IEEE 802.11 [4]

では，電波干渉や障害物など様々な要因により，フレームの転送を失敗する可能性が

ある．そこで，自動再送要求（ARQ: Automatic Repeat Request）を用いることで損

失したフレームの回復を行う．ARQ によってフレームの損失が回復できなかった場

合，上位層にフレーム送信の失敗が通知され，経路の再構築が行われる．経路再構築

後，トランスポート層に TCP（Transmission Control Protocol）[36] が利用される

など，上位層での信頼性制御が行われている場合，送信元端末とあて先端末でのエン

ドエンド間での再送制御が行われる．各リンクでの再送制御とエンドエンド間での再

送制御を以下に示す．

（1）各リンクでの再送制御

無線通信における一般的な再送制御として，データリンク層プロトコルで用いら

れる IEEE 802.11 によって行われる ARQ がある．図 3.1 に ARQ の動作例を示す．

ARQ では，送信したデータフレームに対する確認応答（ACK: Acknowledgement）

フレームを用い，各リンクでの通信成否を確認している．あて先端末に対してデータ

フレームを送信した後，データフレームの送信元端末は一定時間 ACKの応答待ちを

行う．一定時間内に ACKフレームが返答されなかった場合，データフレームが損失

したと判断し，フレームの再送を行う．同一のデータフレーム再送回数が設定された

しきい値に達した場合，送信元端末はリンク切断が発生したと判断し，当該フレーム

を破棄する．これにより，各リンクの通信の成否を判断し，再送制御を用いることで

S B D

DATA

ACK
Retransmitted DATA

A

C

図 3.1 各リンクでの再送制御
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各リンクの信頼性確保が行われる．しかし，ARQには，リンク状態を考慮せずに制御

が行われるという問題点がある．ARQ での再送制御は，設定された時間内に上限回

数に達するまで連続的に行われるため，電波干渉などの一時的な影響により一定時間

リンクが利用不可能となっている場合においても，リンク品質の回復を待つことなく

フレーム再送が行われる．そのため，不必要な再送や再送に伴って発生する通信負荷

の増加が発生する問題がある．

（2）エンドエンド間での再送制御

上述したデータリンク層での再送回数がしきい値に達した場合，ネットワーク層で

の経路制御によるエンドエンド間での経路再構築が行われる．AODVなどの一般的な

経路制御では，リンク切断がデータリンク層より通知された際，エンドエンド間での

送信元端末や経路の近傍端末に，経路不達（RERR: Route Error）パケットが送信さ

れる．RERRを受信した送信元端末は，経路要求（RREQ: Route Request）パケット

を再度フラッディングし，あて先端末からの経路応答（RREP: Route Reply）パケッ

トを確認することで，経路を再構築する．経路再構築後，損失したパケットに対して，

トランスポート層プロトコルの TCPによるエンドエンド間での再送制御が行われる．

図 3.2にエンドエンド間での再送制御の動作例を示す．これらの再送制御の問題点と

して，経路の再構築完了までの待機時間による通信遅延の増加や，制御パケットによ

るネットワーク負荷の増加がある．また，電波干渉などの一時的な影響によりリンク

切断が発生し，エンドエンド間の経路再構築が行われた場合，経路再構築前より通信

品質が劣化した経路が選択される可能性がある．更に，TCPで行われるエンドエンド

間での再送制御は，TCPの送信元端末からあて先端末間で行われるため，データリン

ク層での再送制御と比較して伝送遅延や通信負荷の増加が懸念される．
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図 3.2 エンドエンド間での再送制御
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3.2.2 DRNT

近傍端末を利用した分散再送制御（DRNT: Distributed Retransmission Method

Using Neighbour Terminal）[31, 32] は，経路近傍の端末が漏れ聞いたデータフレー

ムを一時的に保持し，保持しているデータフレームに対する ACKフレームが確認で

きない場合に，保持しているフレームを再送することでリンクで発生する損失フレー

ムを回復する手法である．DRNT では，ハローパケットを一定時間ごとにブロード

キャストすることで，自身の存在を近傍端末に通知することで，各端末は近傍端末を

把握する．DRNTでは，自身がもつ近傍端末テーブルにあて先端末が存在する場合，

一定時間保持する．一定時間経過後，保持するデータフレームに対する ACKフレー

ムが確認できない場合，保持しているデータフレームを送信することで，送信元端末

の代わりにデータフレームの再送を行う．

DRNT における再送手順を図 3.3 に示す．経路上の端末 A が次ホップ端末 B へ

データフレームの送信を行った際に，フレーム損失が発生した場合を想定する．この

とき，無線通信の特徴から，端末 A の近傍端末である端末 C も端末 B へ送信した

データフレームを漏れ聞くことが可能である．端末 Aから送信されたデータフレーム

を漏れ聞いた近傍端末である端末 Cは，データフレームのあて先である端末 Bが自身

の近傍端末テーブルに存在するか確認し，存在する場合には一定時間保持する．次に，

データフレームを保持している経路の近傍端末 Cは，一定時間経過後にあて先端末 B

からの ACKが確認できない場合，A–B間のリンクでフレーム損失が発生したと認識
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図 3.3 DRNTの動作手順
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図 3.4 CTBの動作手順

し，保持しているデータフレームを利用して再送を行う．この際，再送されるデータ

フレームヘッダの送信元アドレスは，本来の送信元である端末 Aとする．端末 Cか

らの再送フレームを受信した端末 Bは，通常の通信制御と同様に，送信元端末 Aに

ACKを返答する．しかし A–B間のリンクは，フレームの伝送損失が発生したリンク

であるため，フレーム損失が再度発生する可能性がある．そのため，データフレーム

の再送を行った端末 Cでは，端末 Bからの ACKフレームを漏れ聞いた場合，自律的

に端末 Aに ACKを中継する．また，リンク A–Bの近傍に端末が複数存在する場合，

再送フレーム間で衝突が発生する可能性があるため，再送を行うまでのタイムアウト

時間をランダムタイマによって調整する．

3.2.3 CTB

環境認識形経路バイパス法（CTB: Cognitive Temporary Bypassing）[33, 34] で

は，DRNT と同様に，経路近傍の端末が漏れ聞きを利用して一時的にデータフレー

ムを保持し，自律的に再送を行う手法が提案されている．CTBでは，DRNT同様に

近傍端末の認識にハローパケットを用いる．CTB では，BCM（Bypass Candidate

Message），BRM（Bypass Request Message）という 2種類のメッセージを用いて，

経路近傍の端末間でのキャリア検知や再送制御を行う．BCM は，送信元端末からの

データフレームを漏れ聞いた近傍端末により，データフレーム損失を検知した場合に

送信される．BCM には，損失したフレームのシーケンス番号及び送信元端末のアド
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レスが含まれている．BCMを受信したあて先端末は，BCMに含まれるシーケンス番

号に対応するデータフレームの受信の成否を確認する．あて先端末が受信を確認でき

なかった場合，BRM を近傍端末に返信することで，損失したデータフレームを要求

する．返信された BRMを受信した近傍端末は，自身が漏れ聞き，保持しているデー

タフレームをあて先端末に送信する．あて先端末は，受信したデータフレームに対し，

ACK フレームを応答する．このとき，データフレームの再送を行った近傍端末は，

DRNTと同様に ACKフレームを送信元端末に転送する．これにより，ACKフレー

ム未受信によるタイムアウトによって発生する送信元端末によるデータフレームの再

送を削減することができる．

CTBにおける再送手順を図 3.4に示す．ある経路上の端末 Aが次ホップ端末 Bへ

データフレームの送信を行った際に，フレーム損失が発生した場合を想定する．この

際，DRNTと同様に，経路の近傍端末 Cは，送信元端末 Aから送信されたデータフ

レームを漏れ聞き，自身があて先端末 Bに再送可能な場合，一時的にデータフレーム

を保持する．あて先端末 Bからの ACKフレームを近傍端末 Cが確認できない場合，

リンク A–B 間でフレーム損失が発生したと認識し，BCM をあて先端末 B に送信す

る．BCMを受信したあて先端末 Bは，自身に対するフレーム送信が失敗したと認識

し，近傍端末による再送を要求するため，BRMを端末 Cに返答する．BRMを受信

した端末 C は，保持しているデータフレームをあて先端末 B へ送信し，返送された

ACKフレームを送信元端末 Aへ中継する．

このように，CTBでは，DRNTと同様に経路の近傍端末を利用した再送制御を実

現し，制御メッセージを利用したキャリア検知，及び通信効率の向上を実現している．

しかし，DRNTと同様に，近傍端末による再送制御がフレーム単位で行われるため，

通信遅延増加による通信効率の低下，及び複数の近傍端末が存在する環境下での制御

メッセージによる通信負荷の増加が問題となる．

3.2.4 TRM

一時的経路変更手法（TRM: Temporary Route Modification）[35] では，連続し

たフレーム損失発生時に DRNT の性能が低下する問題に対し，近傍端末を経由して

一定回数連続迂回中継制御を行うことで，フレーム送信ごとに発生していた ACK確

認待ち時間を低減し通信遅延を低減することで通信効率の向上を図っている．TRM

では，DRNTや CTB同様に，近傍端末の認識にハローパケットを用いる．TRMで

は，DRNT同様に経路近傍の端末がデータフレームを漏れ聞いた後，あて先端末から
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の ACKフレームを確認することでフレーム損失の有無を確認している．TRMでは，

近傍端末を経由して連続した中継制御を行うため，制御メッセージ及び承認メッセー

ジを用いる．制御メッセージには，損失したデータフレームの送信元，あて先アドレ

ス，制御メッセージの送信元アドレス，及び中継回数を含む．中継回数とは，近傍端

末を経由した迂回中継回数を示し，初期値を 2とし，あらかじめ設定した期間内に再

度中継制御が要求されるごとに 2倍に増加させる．制御メッセージは，経路近傍の端

末が送信元端末からのデータフレームに対する ACKフレームが確認できなかった場

合，あて先端末に対して送信される．制御メッセージを受信したあて先端末は，制御

メッセージに格納されている送信元アドレス，中継端末アドレス，中継回数を確認し，

承認メッセージを返答する．承認メッセージを受信した近傍端末は，自身が中継端末

であると認識し，送信元端末に制御メッセージを送信する．制御メッセージを受信し

た送信元端末は，あて先端末へのリンクが利用できないと認識し，近傍端末を経由し

た迂回中継制御を制御メッセージ内に含まれる中継回数実行する．

TRMにおける中継制御手順を図 3.5に示す．ある経路上の端末 Aが次ホップ端末

B へデータフレームの送信を行った際に，フレーム損失が発生した場合を想定する．

この際，DRNTや CTBと同様に，経路の近傍端末 Cは，送信元端末 Aから送信さ

れたデータフレームを漏れ聞き，自身があて先端末 Bに再送可能である場合，一時的

にデータフレームを保持する．あて先端末 Bからの ACKフレームを近傍端末 Cが検
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図 3.5 TRMの動作手順
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知できない場合，リンク A–B間でフレーム損失が発生したと認識し，制御メッセージ

をあて先端末 B に送信する．制御メッセージを受信したあて先端末 B は，自身に対

するフレーム送信が失敗したと認識し，近傍端末による中継制御を許可する承認メッ

セージを近傍端末 Cに送信する．このとき，複数端末から制御メッセージを受信した

場合，先着した制御メッセージのみに承認メッセージを返答する．あて先端末 Bから

の承認メッセージを受信した近傍端末 Cは，自身が中継端末として選択されたと認識

し，中継制御を行うために，送信元端末 Aにあて先端末 Bへ送信した制御メッセージ

と同様のメッセージを送信する．これにより，送信元端末 A及びあて先端末 Bは，近

傍端末 Cを中継端末として認識し，一時的な経路変更を行う．

このように，TRM では，経路の近傍端末を利用し，一時的な経路変更を行うこと

で，連続的なフレーム損失に対応している．しかし，中継回数が固定値であるため，リ

ンクが回復した後も迂回中継制御による冗長な中継フレームが発生する可能性がある

ことや，制御負荷が課題となる．更に，アドホックネットワークでの通信環境やトポ

ロジーは常に変化しているため，各リンクの最適な中継回数の設定が困難であるとい

う問題がある．

3.3 優先端末を利用した近傍協力再送制御の原理

3.3.1 従来手法における問題点

前述のとおり，従来手法では，経路の近傍端末を利用した再送制御及び中継制御を行

うことで，一時的に利用不可能となったリンクを回避し，通信環境に適応したフレー

ム再送を行い，エンドエンド間での接続確率向上を実現している．しかし，DRNTで

は，再送時に制御メッセージを用いないことから，近傍端末密度の増加に従い，再送フ

レーム同士の衝突やネットワーク負荷の増加が懸念される．CTBでは，制御メッセー

ジを用いることで，端末間での再送フレームの衝突が抑制される一方で，制御メッセー

ジ同士での衝突が懸念される．更に，これらの従来手法では，送信元端末から送信さ

れたフレームと近傍端末による再送フレームが同一であり，送信端末がそれらを区別

することができないため，近傍端末間によって冗長な再送制御が行われ，ネットワー

ク負荷の増加を引き起こす可能性がある．近傍端末を経由し，一定回数中継制御を行

う TRMでは，連続的な損失に対応しているが，中継制御処理がオーバヘッドとなる．

加えて，TRMでは，中継回数が初期値を 2とし状況に応じて増加するため，リンク

復旧後も中継処理が継続される可能性があり，冗長な中継フレームが発生し，通信環

境によっては適切な値とならない場合がある．

– 22 –



そこで本章では，近傍端末を用いた再送制御時に，MAC フレームヘッダの未使用

領域に再送を行う近傍端末のアドレスを格納することで，近傍端末による再送か否か

を判別可能にし，再送制御を行った近傍端末による自律的な優先再送制御や近傍端末

間での冗長な再送制御の抑制を実現する手法を提案する．

3.3.2 IEEE 802.11の拡張

提案手法では，従来手法と同様に近傍端末の把握にハローパケットを用いる．各端

末は，ハローパケットを一定時間ごとにブロードキャストすることで，近傍端末に自

身の存在を認識させる．加えて，提案手法では近傍端末とあて先端末間で制御メッ

セージとそれに対する応答メッセージを交換することで再送制御に必要な情報の交

換を行う．提案手法の動作手順を図 3.6に示す．制御メッセージと応答メッセージに

は，保持しているデータフレームのシーケンス番号，送信元端末のアドレス，あて先

端末のアドレス，再送する端末のアドレスを格納する．これらの制御メッセージでは，

RTS/CTS（Request To Send / Clear To Send）で用いられる送信停止制御は行わな

い．また，再送制御を行う近傍端末は，制御メッセージやデータフレームの送信時に

無線チャネルがビジー状態であった場合，保持しているデータフレームを破棄し再送

制御を取り止める．

提案手法では，送信元端末の ARQによる再送制御と近傍端末による再送制御の重

Backoff

A C B
DATA

Overhear

DATA

Overheard DATA

ACK

CTRL and CACK

Retransmitted DATA

CTRL

CACK

DATA

ACK

Overhear

ACK

A B

C

図 3.6 提案手法の動作手順
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複した制御を防ぐため，送信元端末 s があて先端末 d にデータフレームを送信した際

の再送待機時間 ts (d) を式 (3.1)を用いて変更する．

ts (d) = tarq + tneighbour

= mtsl + td + 5tsi + 5tc (3.1)

tarq = tsi + tc (3.2)

tneighbour = mtsl + td + 4tsi + 4tc (3.3)

ここで，tsl はスロット待機時間，tsi は SIFS（Short Interframe Space）待機時間，td

はデータフレーム送信時間，tc は ACKフレームを含む制御メッセージ送信時間，m

は最大スロット数を示す．式 (3.1)の ts (d) は，送信元端末があて先端末から送信され

る ACKフレームを確認できず，データフレームを再送するまでの待機時間を示して

おり，式 (3.2)と式 (3.3)の和により算出される．式 (3.2)の tarq は，あて先端末が送

信元端末によって送信されたデータフレームを直接受信することに成功した場合の待

機時間であり，あて先端末による ACK フレーム送信時間を示している．式 (3.3) の

tneighbour は，送信元端末があて先端末による ACKフレームを受信できず，近傍端末

によって行われる再送制御のための待機時間であり，(a) 近傍端末による制御メッセー

ジ間での衝突回避時間及び制御メッセージ送信時間 mtsl + tc，(b) 制御メッセージを

受信したあて先端末による応答メッセージ送信時間 tsi + tc，(c) 応答メッセージを受

信した近傍端末によるデータフレーム送信時間 tsi + td，(d) データフレームを受信

したあて先端末による ACKフレーム送信時間と ACKフレームを漏れ聞いた近傍端

末による ACKフレーム中継時間 2tsi + 2tc の和である．このように，提案手法では，

式 (3.1)の ts (d) を再送待機時間として用いることで，近傍端末による再送制御を考慮

した ARQを行う．送信元端末は，再送待機時間内にあて先端末からの ACKフレー

ムを確認できなかった場合，保持している再送回数を増加させ，データフレームの再

送を行う．このとき，データフレームの再送回数が再送上限回数（SRL: Short Retry

Limit）に達した場合，データフレームを再送せず破棄する．

優先再送端末選択及び近傍端末間での冗長的な再送制御の抑制を実現するため，提

案手法では，IEEE 802.11 MACフレームヘッダのアドレス 3領域を利用する．図 3.7

にフレームヘッダを示す．アドレス 3領域は，無線 LANアクセスポイントとの接続

の際にアクセスポイントのMACアドレスを格納する領域であり，アドホックネット

ワークでは未使用である．近傍端末は，データフレーム再送時に自身のアドレスをア

ドレス 3領域に格納する．これにより，再送されたデータフレームを受信した端末は，

データフレームの送信端末を判別することが可能となる．つまり，受信したデータフ

レームのアドレス 3領域にアドレスが格納されていれば，近傍端末による再送データ
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図 3.7 IEEE 802.11 MACフレームヘッダ

フレーム，そうでなければ，送信元端末によって送信されたデータフレームと判別で

きる．

3.3.3 優先再送端末選択

提案手法では，上述したMACフレームヘッダの拡張を利用し，各端末が再送制御

を行うとともに，自律的に再送制御の優先度を設定する．従来手法では再送制御時に

各端末がランダムな待機時間を用いて衝突回避を行っていたが，提案手法では，ランダ

ムな待機時間を用いて衝突回避を行う際に発生する遅延の増加や制御メッセージ間で

の衝突を抑制するため，各リンクに対し，近傍端末の中から自律的に優先再送端末を

設定する．提案手法における衝突回避処理のフローチャートを図 3.8に，衝突回避後

に行われる再送制御処理のフローチャートを図 3.9に，あて先端末における制御メッ

セージ受信処理のフローチャートを図 3.10に示す．提案手法では，経路の近傍端末 n

が，送信元端末 s からあて先端末 d に送信されたデータフレームを漏れ聞いた際に，

再送待機時間 tn(s, d) を算出し再送待機を行う．tn(s, d) を式 (3.4)により定義する．

tn(s, d) = tsi + tc + rpn(s, d)tsl (3.4)

ここで，pn(s, d)は近傍端末 nでの s–d 間での再送優先度と，r は [1,m]の一様乱数を

示す．pn(s, d) は 0または 1の二値をとり，優先再送端末である場合は pn(s, d) = 0，

優先再送端末でない場合は pn(s, d) = 1 を示す．また，s–d 間での再送制御を行って

いない場合も pn(s, d) = 1 とする．提案手法では，近傍端末による ACK フレームの

受信待機を行い，ACKフレームが確認できなかった場合に再送を行う．各近傍端末間

での制御フレームが同時に送信された場合，制御フレームの衝突が発生する可能性が

ある．そこで，近傍端末は，あて先端末からの ACKフレームの確認待機時間 tsi + tc

に，近傍端末間での制御メッセージの衝突回避時間 rpn(s, d)tsl を加算することで，再

送待機時間 tn(s, d) を算出する．近傍端末 nは，tn(s, d) が経過した後，あて先端末 d

に制御メッセージを送信する．制御メッセージを受信したあて先端末 d は，制御メッ
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図 3.8 フローチャート: 衝突回避処理
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セージに格納しているシーケンス番号から，自身が受信済みであるデータフレームか

否かを確認し，未受信である場合近傍端末 n に応答メッセージを送信する．次に，応

答メッセージを受信した近傍端末 nは，保持しているデータフレームのアドレス 3領

域に自身のアドレスを格納し，あて先端末 d に送信する．データフレームを受信した

あて先端末 d は，送信元端末 s に ACKフレームを送信する．送信元端末 s が送信し

た ACK フレームを漏れ聞いた近傍端末 n は，自身の再送制御が成功したと認識し，

再送を行った s–d 間の再送優先度 pn(s, d) を 0とすることで優先再送端末となり，漏

れ聞いた ACKフレームを送信元端末 s に転送する．このとき，近傍端末 n は，優先

再送の有効期間を設定する．ここで，有効期間は，経路制御プロトコルにおける経路

の有効期間を用いる．その後，この近傍端末 nは，pn(s, d) = 0であるため，式 (3.4)

より，tn(s, d) = tsi + tc となることから，同一リンクに対しより短い再送待機時間を

用いて優先的に再送制御を実施する．一方，端末 nは，優先再送を行っている s–d 間

のリンクで他の近傍端末による再送制御，つまり他の近傍端末への応答メッセージ

や他の近傍端末による再送データフレームを検知した場合， pn(s, d) = 1 に変更し，

通常再送端末に戻る．また，再送制御が行われず，一定時間経過した場合も同様に，

pn(s, d) = 1に変更する．

上述した優先度制御を行うことで，各優先再送端末は，他の近傍端末による再送制

御を検知した場合に，優先再送制御を停止する．これにより，各リンクに対し，単一

の優先再送端末の設定，及び優先再送端末を用いた自律的な再送待機時間増加の抑制

を実現できる．

3.3.4 冗長な再送制御の抑制

DRNT や CTB などの従来手法では，送信元端末による送信データフレームと近

傍端末による再送データフレームを区別することができない．そのため，近傍端末間

において冗長な再送制御が行われ，データフレームの伝送成功率の改善に寄与する可

能性がある一方で，不必要な再送制御が発生する可能性がある．提案手法では，デー

タフレームを漏れ聞いた近傍端末が受信したデータフレームのアドレス 3領域を確認

することで，送信されたデータフレームの送信元を判別し，送信元端末によって送信

されたデータフレームのみ再送制御を行い，近傍端末により送信された再送データフ

レームは破棄する．これにより，提案手法では，冗長な再送制御の発生を抑制し，制

御フレームの抑制やネットワーク負荷の低減を実現する．
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3.3.5 提案手法の動作例

提案手法を用いた場合の通信シーケンスの例を図 3.11 に示す．ある経路上の送信

元端末 S があて先端末 D へデータフレームの送信を行った際に，フレーム損失が発

生した場合を想定する．送信元端末 S は，ARQ による ACK 確認待ちによる待機時

間 tS(D) を算出し待機する．次に，経路近傍の端末 Aと端末 Bは，送信元端末 Sか

ら送信されたフレームを漏れ聞き，それぞれ再送待機時間である tA(S,D)，tB(S,D)

を算出し再送待機する．端末 Aと端末 Bは，優先再送端末でないため，初期値として

再送優先度 pA(S,D) = pB(S,D) = 1となっている．それぞれの端末は乱数を用いて r

を決定する．図では，端末 Aは r = 2，端末 Bは r = 4であると仮定する．これによ

り，より短い再送待機時間である端末 Aは端末 Dに制御メッセージ（CTRL）を送信

する．制御メッセージを漏れ聞いた端末 Bは，冗長な再送制御を抑制するため再送制
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図 3.11 提案手法の動作例

– 28 –



御を停止する．制御メッセージを受信したあて先端末 Dは，制御メッセージに含まれ

る情報から，当該フレームを受信しているかどうかを確認し，未受信の場合には応答

メッセージ（CACK）を端末 Aに返答する．応答メッセージを受信した端末 Aは，保

持しているデータフレームのアドレス 3領域に自身のアドレスを格納し，あて先端末

Dへ再送する．その後，端末 Aは，あて先端末から返送された ACKフレームを送信

元端末 Aに中継すると同時に，自身による再送が成功したと判断し，S–D間の再送優

先度 pA(S,D) を 0に変更する．これにより，端末 Aはより短い再送待機時間となる

ため，優先的な再送制御が可能となる．

3.4 性能評価

3.4.1 シミュレーション環境

本章では QualNet 5.1 [37] を用いたコンピュータシミュレーションによる性

能評価を行う．比較対象には近傍端末を利用した再送制御手法を適用しない通

常の IEEE 802.11，DRNT，CTB，TRM，及び提案手法である ARTS を用いる．

各シミュレーションで共通となる条件を以下に示す．各端末の無線通信方式には

IEEE 802.11b [38]を利用し，通信半径は 100m，通信速度は 11Mbpsとする．なお，

RTS/CTSは利用しない．経路制御には AODVを利用し，各端末はハローパケットを

1秒間隔でブロードキャストする．本シミュレーションでは，電波減衰モデルに 2波

モデルを用いる．フェージングモデルにはレイリーフェージングを用いる．本シミュ

レーションでは，市街地などの環境において携帯端末や社債端末などの移動端末での

利用を想定し最大ドップラー周波数は 30Hzとする．また，あて先端末はパケットの

受信順序の逆転を許容せず，受信済みパケットより新しいパケットにのみ受信処理を

行う．

S DSource Destination

x
x

x

図 3.12 性能評価 1: シミュレーショントポロジー

– 29 –



（1）性能評価 1

性能評価 1 では各手法の基本的な性能評価を行うため，図 3.12 のトポロジーで

送信元端末 S からあて先端末 D に UDP（User Datagram Protocol）[39] を用いて

1,000Byte のパケットを 100 個送信する．各リンクのパケット伝送成功率がエンド

エンド間での伝送成功率に与える影響を評価するため，各端末間距離 x を 10m から

100m まで変化させた．各手法における衝突回避のための最大スロット数 m は 8 と

し，各手法の影響を評価するため SRLは 1に設定する．

（2）性能評価 2

性能評価 2では，ランダムな通信環境においてトランスポートプロトコルと衝突回

避のための最大スロット数 m をそれぞれ変更した場合の性能評価を行う．1,000m四

方のシミュレーション領域に 100 端末をランダムに配置し，移動モデルをランダム

ウェイポイント（移動速度 0～10m/s，ウェイティングタイム 20秒）とする．各端末

はランダムなあて先に通信セッション平均生起間隔 60秒，データサイズ 1MByteの

データを TCP，または UDP を用いて送信する．SRLは 7に設定する．更に，各手

法における最大スロット数 mが通信性能へ与える影響を評価するため，衝突回避のた

めの最大スロット数 mを 4，8，16と変化させた．

（3）性能評価 3

性能評価 3では，ランダムな通信環境において端末密度を変化させた場合の性能評

価を行う．300m～1,800m四方のシミュレーション領域に 100端末をランダムに配置

し，移動モデルをランダムウェイポイント（移動速度 0～10m/s，ウェイティングタイ

ム 20秒）とする．各端末はランダムなあて先に通信セッション平均生起間隔 60秒，

データサイズ 1MByteのデータを TCPで送信する．各手法における衝突回避のため

の最大スロット数 mは 8，SRLは 7に設定する．

（4）性能評価 4

性能評価 4では，ランダムな通信環境において各端末の移動速度を変化させた場合

の性能評価を行う．1,000m 四方のシミュレーション領域に 100 端末をランダムに配

置し，移動モデルをランダムウェイポイント（ウェイティングタイム 20秒）とし，各

端末の移動速度を固定し 2m/sから 20m/sまで変化させた．各端末はランダムなあて

先に通信セッション平均生起間隔 60 秒，データサイズ 1MByte のデータを TCP で

送信する．各手法における衝突回避のための最大スロット数 mは 8，SRLは 7に設定

する．

評価指標

評価指標として，性能評価 1ではエンドエンド間でのパケット伝送成功率，性能評
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図 3.13 性能評価 1: S–D間のパケット伝送成功率

価 2～4では IEEE 802.11における ACKフレームタイムアウト確率，及びエンドエ

ンド間でのパケット伝送成功率，スループット，遅延時間を用いる．ACK フレーム

タイムアウト確率は，送信したデータフレームに対する ACKフレームが受信できず，

タイムアウトとなる確率を示す．タイムアウトが発生した場合，リンクでの送信元端

末が次ホップのあて先端末に対してデータフレームの再送を行うため，各リンクでの

転送効率を評価することができる．エンドエンド間でのパケット伝送成功率は，送信

元端末によって送信されたパケットがあて先端末に到達した割合を示している．この

値より，エンドエンド間での通信効率への影響を評価する．エンドエンド間での遅延

時間は，各パケットのエンドエンド間の通信遅延を示す．従来手法，及び提案手法に

よる近傍端末を利用した制御を行った場合，通信ホップ数が一時的に増加すると考え

られるため，ホップ数増加による通信遅延への影響を評価する．エンドエンド間での

スループットは，受信が完了したセッションに対する単位時間あたりの受信データ量

を示し，重複したパケットや制御パケットを含まず，エンドエンド間での転送効率を

示す．以上の評価指標を用いることで，通信効率及び再送効率の評価を行う．

3.4.2 評価結果

（1）性能評価 1

図 3.12のトポロジーにおける S–D間のパケット伝送成功率を図 3.13に示す．結果

– 31 –



から，再送制御及び中継制御を用いない通常の通信と比較し，各手法ではパケット伝

送成功率が向上していることが分かる．特に，DRNTでは他の手法と比較して改善割

合が大きい．これは，データフレーム再送時に制御メッセージを利用せず，直接デー

タフレームを再送するためであると考えられる．一方，CTB や提案手法ではフレー

ム再送前に近傍端末とあて先端末間で制御メッセージを交換，TRM では中継制御を

行う際に近傍端末，あて先端末，送信元端末間で制御メッセージを交換する．そのた

め，これらの手法では，いずれかの制御メッセージを損失した場合，制御を中止する

ため，DRNT と比較してパケット伝送成功率が減少しているためと考えられる．制

御メッセージを利用する再送制御手法である CTBと提案手法では，ほぼ同程度のパ

ケット伝送成功率となっている．これは，フレーム再送時の制御手順が類似している

ことから，単純なトポロジー上では制御に差が生じにくいためであると考えられる．

また，中継制御手法である TRMでは交換する制御メッセージが他の手法より多いこ

とから，制御メッセージ損失の影響により，パケット伝送成功率が低くなったと考え

られる．また，フレームの中継回数は初期値を 2としてべき乗的に増加させた固定回

数が設定されるため，リンクが回復した後も継続的に迂回中継制御が行われて冗長な

中継制御が発生し，パケット伝送成功率が低下したと考えられる．

（2）性能評価 2

性能評価 2における評価結果を表 3.1，表 3.2に示す．まず，トランスポートプロト

コルに UDP を用いた場合，通常の通信と比較して，各手法を用いることで ACKフ

レームタイムアウト確率が減少していることが分かる．特に，提案手法の減少割合が

大きいが，これは優先再送端末となった近傍端末が優先的に再送制御を行うことで，

近傍端末間での制御メッセージの衝突を低減しているためと考えられる．一方で，他

の手法と比較して DRNTの改善割合が小さい．DRNTでは制御メッセージを用いず

に直接データフレームの再送を行うことから，制御メッセージを用いる他の手法と比

較して再送データフレームの衝突発生確率が高くなる．よって，DRNTでは ACKフ

レームタイムアウト確率の改善割合が小さくなったと考えられる．エンドエンド間で

のパケット伝送成功率やスループットでは，通常の通信と比較し，CTB，TRM，及び

提案手法を用いることで改善していることが分かる．これは，近傍端末を用いた再送

及び中継制御により，データフレームの再送効率が改善したことで，エンドエンド間

での通信効率が改善したためと考えられる．特に，提案手法では優先再送端末による

通信環境に適応した再送制御や，冗長な再送制御を抑制することで，改善割合が大き

くなったと考えられる．DRNTでは ACKフレームタイムアウト確率が減少している

一方で，エンドエンド間でのパケット伝送成功率やスループットの低下が発生してい
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表 3.1 性能評価 2: ACKフレームタイムアウト確率とエンドエンド間パケット伝送成功率

最大

スロット数

ACKフレーム
タイムアウト確率 [%]

エンドエンド間

パケット伝送成功率 [%]

UDP UDP UDP TCP

Normal 14.99 21.96 22.04 92.57

4 11.88 16.81 20.95 92.10

DRNT 8 11.78 16.97 21.22 92.33

16 11.82 17.18 21.41 92.25

4 7.556 9.602 25.40 95.93

CTB 8 7.304 9.407 26.04 96.03

16 7.532 9.568 25.83 96.22

4 8.330 12.37 24.23 93.86

TRM 8 8.219 12.26 24.50 94.04

16 8.118 12.15 24.60 94.04

4 5.825 7.945 26.50 96.90

ARTS 8 5.445 7.499 26.99 97.10

16 5.061 7.183 27.43 97.02

表 3.2 性能評価 2: エンドエンド間スループットとエンドエンド間遅延

最大

スロット数

エンドエンド間

スループット [kbps]
エンドエンド間

遅延 [ミリ秒]

UDP TCP UDP TCP

Normal 137.1 151.5 15.55 52.42

4 130.9 136.3 18.54 53.52

DRNT 8 130.5 139.9 18.64 52.94

16 133.8 140.6 17.86 52.41

4 169.1 173.2 17.73 53.52

CTB 8 175.7 173.5 18.89 46.26

16 174.7 178.4 19.84 46.67

4 156.6 126.1 18.01 51.06

TRM 8 159.8 126.6 16.09 51.39

16 160.5 132.0 18.62 51.38

4 188.7 195.4 20.85 36.07

ARTS 8 191.8 198.5 21.18 35.22

16 197.0 205.2 19.67 34.39
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る．これは，送信元端末による送信フレームと近傍端末による再送フレームを区別す

ることができないことと，制御メッセージを用いた受信確認を行わずに直接データフ

レームを再送することから冗長な再送制御が発生し，通信効率が低下したと考えられ

る．CTBや提案手法では，エンドエンド間でのパケット伝送成功率やスループットが

改善する一方で，エンドエンド間での遅延が増加していることが分かる．これらの再

送制御手法では，再送制御時に近傍端末とあて先端末間で制御メッセージの交換，及

び近傍端末を経由したデータフレームの再送が行われる．そのため，ホップ数が一時

的に増加し，遅延が増加してしまうためであると考えられる．

トランスポートプロトコルに TCPを用いた場合，UDPを用いた場合と同様に，各

手法を用いることで ACK フレームタイムアウト確率が減少していることが分かる．

これらの手法はデータリンク層で再送制御及び中継制御を行っているため，上位のト

ランスポートプロトコルの影響を受けず，UDPを用いた場合と同様の結果が得られた

と考えられる．また，エンドエンド間でのパケット伝送成功率においても，UDPを用

いた場合と同様に，CTB，TRM，提案手法を用いることで改善していることが分か

る．更に，CTBや提案手法ではエンドエンド間でのスループットが向上している．こ

れら再送制御手法では，損失の有無を確認した後にフレームを再送することから，他

の手法と比較して冗長なフレームの再送が発生する可能性が低いと考えられる．その

ため，再送制御による負荷が比較的に低く，通信効率が向上したと考えられる．一方，

TRM ではパケット伝送成功率に改善が見られるが，エンドエンド間でのスループッ

トは低下している．これは TRMの中継制御がパケット伝送成功率の改善に寄与する

一方で，エンド端末間での経路長の延長や冗長的な中継制御の発生により，通信効率

が低下したためであると考えられる．エンドエンド間遅延では，UDPを用いた場合と

は異なり，CTBや提案手法を用いることで減少していることが分かる．特に，提案手

法では顕著な改善が見られる．TCPでは，パケット損失時にエンドエンド間での再送

制御を伴うため，パケット損失がエンドエンド間での遅延に大きな影響を与える．そ

のため，提案手法による再送制御では，経路の一時的な迂回によって通信遅延が一時

的に増加するが，パケット損失を回避することが可能であるため，TCPによる再送制

御を抑制することが可能である．

次に，最大スロット数を変化させた場合，最大スロット数を 8 または 16 とした

CTB，TRM，提案手法を用いることで ACKフレームタイムアウト確率が減少してい

ることが分かる．CTBや TRMでは，再送待機時間がスロット時間と乱数の積を用い

て算出されるため，最大スロット数の増加に従い，異なる再送待機時間が算出される

確率が高くなる．結果，制御メッセージ間や再送フレーム間での衝突発生確率が減少
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したと考えられる．提案手法では，優先再送端末が再送制御を行わなかった場合にの

み，乱数とスロット時間の積を用いた再送制御が行われる．更に，近傍端末間での冗

長な再送制御を行わないため，送信元端末の ARQによる再送フレームやあて先端末

による ACKフレームとの衝突を抑制している．そのため，ACKフレームタイムアウ

ト確率の減少が顕著であると考えられる．次に，エンドエンド間でのパケット伝送成

功率やスループットでは，各手法を用いることでそれぞれ改善していることが分かる．

しかし，DRNTでは，スロット数の増加に従いエンドエンド間でのパケット伝送成功

率やスループットの改善が見られるが，制御メッセージを用いずにデータフレームを

再送することから制御負荷が高く，他の手法には及ばない．また，TRMでは，最大ス

ロット数の増加によるエンドエンド間でのパケット伝送成功率やスループットの改善

割合が小さいことが分かる．最大スロット数が中継制御開始時にのみ影響を与えるた

め，各フレーム単位で最大スロット数の影響を受ける再送制御手法と比較して，影響

が小さいためであると考えられる．エンドエンド間での遅延では，UDP を用いた場

合，CTBや TRMでは最大スロット数を 16とすることで遅延が増加することが分か

る．最大スロット数の増加により，各再送端末における平均再送待機時間が長くなる

ため，衝突発生確率が減少する一方で，エンドエンド間での遅延が増加したと考えら

れる．提案手法では，最大スロット数を 16とすることで，エンドエンド間での遅延が

減少していることが分かる．提案手法では，優先再送端末が他の近傍端末に優先して

短い再送待機時間で再送制御を行う．そのため，最大スロット数の増加により発生す

る遅延の増加を抑制したと考えられる．TCP を用いた場合，CTB や提案手法では，

最大スロット数を増加させることで，エンドエンド間での遅延が減少していることが

分かる．これは，最大スロット数の増加により，エンドエンド間での伝送成功率が改

善していることから，パケット損失を回避し，TCPによる再送制御を更に抑制したた

め，エンドエンド間での遅延がより減少したと考えられる．

（3）性能評価 3

端末密度を変化させた場合の評価結果を図 3.14～図 3.17に示す．まず図 3.14より，

各手法を用いることで，ACK フレームタイムアウト確率が減少しているが，シミュ

レーション領域の拡大，すなわち端末密度の低下に従い通常の通信と比較して改善割

合が小さくなることが分かる．これは，端末密度が低下することで各リンクの近傍端

末数が減少し，再送制御のための近傍端末の確保が困難となり，各手法による差が小

さくなったためであると考えられる．図 3.15，図 3.16 より，通常の通信や従来手法

と比較して，提案手法ではエンドエンド間でのパケット伝送成功率やスループットは

大きな改善が見られる．一方，DRNT では，制御メッセージを用いず，直接フレー
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図 3.14 性能評価 3: ACKフレームタイムアウト確率
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図 3.15 性能評価 3: エンドエンド間パケット伝送成功率
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図 3.16 性能評価 3: エンドエンド間スループット
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図 3.17 性能評価 3: エンドエンド間遅延
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ムを再送するため，データフレーム衝突や冗長な再送制御により充分な改善効果が得

られない．また，TRM では，各リンクでの連続的な迂回中継制御による経路長の延

長によって ACKフレームタイムアウト確率は減少しているが，エンドエンド間での

パケット伝送成功率やスループットが低下している．これに対し，CTB や提案手法

では，各リンクで適応的に再送制御を行うことができるため，エンドエンド間でのパ

ケット伝送成功率やスループットが向上している．特に，提案手法では，冗長な再送

制御を抑制することで，制御負荷の減少や ARQとの干渉を減らすことができ，CTB

と比較して改善割合が大きくなる．更に，図 3.17より，提案手法ではエンドエンド間

での遅延が改善していることが分かる．これは，提案手法を用いることで，エンドエ

ンド間でのパケット伝送成功率が向上し，TCPによるエンドエンド間での再送が抑制

されるため，遅延を大きく改善することができていると考えられる．

（4）性能評価 4

移動速度を変化させた場合の評価結果を図 3.18～図 3.21に示す．まず，図 3.18よ

り，各手法を用いることで ACK フレームタイムアウト確率が減少している一方で，

移動速度の増加に従い通常の通信と各手法との差が小さくなることが分かる．これは，

各手法とも近傍端末を用いた再送制御や中継制御を行うため，各端末が移動すること

でトポロジーが頻繁に変化し，適切な再送制御や中継制御を行うことが困難となるた

めと考えられる．次に，図 3.19，図 3.20より，端末の移動性が低い環境では，CTB

や提案手法を用いることで，エンドエンド間でのパケット伝送成功率やスループット

が大きく改善していることが分かる．しかし，各手法ともに移動速度の増加に従って，

パケット伝送成功率やスループットの低下が見られる．提案手法では，近傍端末が自

律的に優先再送端末となることで待機時間を低減した再送を実現している．端末の移

動性が高い環境ではトポロジーの変化が頻発するため，適切な優先再送端末の設定が

困難となり，CTBと同様にランダムな時間を用いた再送待機時間が設定され，CTB

との性能差が小さくなると考えられる．また，TRMでは，端末の移動性が低い環境で

は，エンドエンド間でのパケット伝送成功率の改善が見られる一方で，移動速度の増

加に従い，性能の低下が見られる．これは，端末の移動性が高い環境では TRMの中

継制御が困難であるためと考えられる．つまり，端末の移動性が低い環境においては，

中継端末による効率的な中継制御を行うことができるが，移動速度の増加に従い，適

切な中継端末の選択を行うことができず，連続的な中継制御が困難になると考えられ

る．更に，図 3.21より，提案手法では通常の通信と比較しエンドエンド間遅延を低減

している．上述したとおり，端末の移動性が高い環境では適切な優先再送端末の設定

が困難となるため，遅延の改善割合は小さくなるが，シミュレーション全域にわたっ
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図 3.18 性能評価 4: ACKフレームタイムアウト確率
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図 3.19 性能評価 4: エンドエンド間パケット伝送成功率
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て提案手法を用いたときのエンドエンド間遅延が最も短くなっている．

3.5 むすび

本章では，経路の近傍端末による再送制御，及び再送を行った端末による自律的な

優先再送端末選択により，信頼性と通信効率の向上を実現する手法を提案し，性能評

価を行った．従来の再送制御や中継制御では，各近傍端末がフレームごとに通信の可

否の確認を行うことや，適切な中継回数の決定が困難であることから，通信効率が低

下するという問題があった．これらの問題に対し，近傍端末が自律的に優先再送端末

か否かを認識して再送を行うことで，効率的な再送制御を実現した．また，近傍端末

間での冗長な再送制御を抑制することで，通信効率の向上を実現した．提案手法では，

TCPを用いた場合，エンドエンド間でのパケット伝送成功率，スループット，遅延が

改善するため，特定のサービスに依存せずに通信効率の向上を実現できると考えられ

る．また，UDPを用いた場合，エンドエンド間でのパケット伝送成功率やスループッ

トが改善するが，遅延の増加が発生する．そこで，遅延に大きく依存しない映像配信

など片方向形の配信サービスにおいて，通信効率の向上を実現できると考えられる．
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第 4章 利用領域制限付きの確率的な転送制御

4.1 まえがき

アドホックネットワークでは，無線通信を用いることや各端末が自由に移動可能で

あることから，電波干渉によるパケットの損失や端末移動によるトポロジーの変化が

発生するため，AODV（Ad-Hoc On-Demand Distance Vector） [19,20]などの経路

制御では，一時的な要因により経路を構成するリンクが切断される．

上述した問題に対し，経路に対して 1 ホップの迂回を行う環境認識形バイパス

法（CTB: Cognitive Temporary Bypassing） [33, 34]と，経路を 1ホップ飛越しを

行う動的経路飛越法（DMHS: Dynamic Multi-Hop Shortcut） [40]を組み合わせた

統合動的マルチホップ伝送法（IDMH: Integrated Dynamic Multi-Hoppoing） [41]

が提案されている．IDMHでは，構築した経路の近傍端末が経路上のパケット転送を

補助することで，通信環境に適応した転送経路選択を実現している．しかし，IDMH

では，上述した制御を実現するためにデータリンク層とネットワーク層間で密な協調

動作を必要とする．また，転送制御は構築した経路に強く依存しているため，経路の

近傍端末間では，転送制御を行うことができない．

特定の経路に依存せず，通信環境やトポロジーの変化に対応する確率的経路制

御（OR: Opportunistic Routing）[24–26]が提案されている．ORでは，転送端末を

特定の経路に限定せず，ホップ数，パケット伝送成功率，受信信号強度，地理的情報

などの情報から，転送に適した端末を適応的に選択する．これにより，動的な転送

端末選択や転送経路の冗長化を実現している．しかし，通信成功率などに基づいた

OR [27–29] では，アドホックネットワークなどの通信環境の変化が著しい環境下で

は通信成功率は大きく変動するため，環境の変化に適応することが困難となる．アド

ホックネットワーク向けに提案されている転送待機時間に基づく OR [52,53]では，転

送待機時間に基づきパケットの受信端末が一度待機を行うことで他端末による転送を

確認し，自身による転送の必要性を判断することで，経路の冗長化と不必要な転送パ

ケットの抑制を実現している．しかし，これらの手法では，各端末が自律的に転送の

可否を決定するため，パケットがネットワークに広く伝搬し通信資源を多く消費する．

また，迂回転送時には，各ホップで一定の待機時間が発生するため，経路長の延長に

伴い遅延が増大する可能性がある．

本章では，上述した問題を解決する経路上の端末と経路の近傍領域内の端末を利用

した領域制限形 OR（ROR: Area-Restricted Opportunistic Routing）を提案する．

– 42 –



提案手法では，構築した経路と経路近傍の端末を利用した転送経路の冗長化を行い転

送に利用する領域を制限することで，伝送成功率や通信効率の改善とともに，ネット

ワーク内へのパケットの拡散を防ぎ，通信資源の過剰な消費を抑制する．また，提案

手法では，各パケット伝送ごとに次回のパケット伝送で利用する経路を指定すること

で，トポロジー変化に適応した経路端末選択を行う．また，コンピュータシミュレー

ションを用いることで，従来手法との比較を行い，提案手法の有効性を明らかにする．

4.2 無線通信の同報性に基づく転送制御

4.2.1 IDMH

統合した統合動的マルチホップパケット伝送法（IDMH: Integrated Dynamic

Multi-Hopping）[41]では，経路近傍の端末を利用した 1ホップ迂回を行う環境認識

形経路バイパス法（CTB: Cognitive Temporary Bypassing）[33,34]と経路の 1ホッ

プ飛越しを行う動的経路飛越法（DMHS: Dynamic Multi-Hop Shortcut）[40]を統合

的に利用することで，柔軟な転送経路選択を実現している．図 4.1に IDMHの動作概

要を示す．以下では，CTBと DMHSの制御についてそれぞれ述べる．

（1）CTB

CTBは，データフレームを漏れ聞いた近傍端末が漏れ聞いたリンクでのフレームの

損失を判断し，漏れ聞いたデータフレームを再送することで，経路の 1ホップ迂回を行

う手法である．送信元端末が送信したデータフレームを漏れ聞いた近傍端末は，漏れ

Regular path

A B

C D

Detour between B and D

Detour between A and B

Shortcut over B

Regular path Shortcut path

Detour path 1Route Detour path 2

図 4.1 IDMHの動作例
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聞いたデータフレームを一定期間保持する．近傍端末は，待機時間内に損失したデー

タフレームに対する ACKフレームを確認できなかった場合，データフレームの受信

が正しく行われず損失したと判断し，データフレームのあて先端末に BCM（Bypass

Candidate Message）を送信することで，自身が送信元端末の代わりに再送が可能で

あることを通知する．BCM を受信したあて先端末は，該当するデータフレームが受

信済みであるか否かを確認し，未受信である場合，BRM（Bypass Request Message）

を近傍端末に返信することで，損失フレームの再送を要求する．BRM を受信した近

傍端末は，送信元端末の代わりにデータフレームを再送する．

上述した制御を各フレーム転送時に行うことで，経路を構成する各リンクでの信頼

性を向上させている．しかし，連続的にフレームの損失が発生するような状況下では，

再送制御のたびに制御メッセージ交換が必要となり，オーバヘッドの増大が問題とな

る．また，この制御は 1ホップ迂回した転送制御のみに限定されているため，複数の

迂回端末を経由した転送制御は不可能である．

（2）DMHS

DMHSは，一時的な通信環境の変化などの影響で受信に成功した 2ホップ先の端末

が先に転送を行うことで，経路の 1 ホップ飛越を行う手法である．DMHS では飛越

し制御を実現するために，2ホップ先の端末の情報を格納できるように拡張した経路

応答（RREP: Route Reply）パケットを利用する．経路応答パケットを転送する各経

路端末は，経路応答パケットから 2ホップ先の端末の情報を取得し，パケット転送時

に利用する．各端末は，データパケットを転送する際，データリンク層でのデータフ

レームに従来利用される情報に加え，IEEE 802.11 MACヘッダの Address3領域に

2 ホップ先の端末アドレスを指定して送信する．これにより，データフレームを受信

した端末は，受信したフレームのヘッダを参照することで，自身が 2ホップの端末で

あるか否かを確認することができる．2ホップ先の端末がデータフレームを受信した

場合，1ホップ前の端末に制御メッセージを送信し，2ホップ先の端末が受信に成功し

たことを通知し，不必要なデータフレーム転送を停止する．

上述した制御を行うことで，DMHSでは自律的な 1ホップ飛越しを行い，ホップ数

の増加に起因する遅延の発生と通信資源の有効利用を実現している．しかし，DMHS

では，経路上の 2ホップ先の端末までしか指定できず，3ホップ以上先の端末がデー

タフレームを受信できた場合には，転送を行うことができない．

IDMHは，（1）と（2）を組み合わせ，1ホップ迂回と 1ホップ飛越しを統合的に利

用し，経路上に存在する端末，経路近傍に存在する端末，2 ホップ先の端末を利用し

て多様な転送経路選択を行う．また，IDMHでは，データリンク層と協調動作を行い
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ホップ数の少ない転送経路選択となるように優先度を決定することで，通信資源の有

効利用を実現している．このように，転送経路を多様化することで，通信環境に適応

した転送経路選択を実現しているが，選択される転送経路は構築された経路に依存し

ているため，図 4.1における A–C–Dといった転送経路を選択することはできない．

4.2.2 ExOR

ExOR（Extremely Opportunistic Routing）[27, 28] では，パケットヘッダに格

納された転送端末表に基づいた転送端末選択を行う．転送端末表は，送信元端末に

よって作成され，転送先の候補となる端末を優先度の高い端末から順に格納する．

ここで，優先度はリンクの通信成功率を基に算出したあて先端末までの推定転送回

数（ETX: Expected Transmission Count）を利用して決定される．送信元端末は，

パケット送信時に，作成した転送端末表をヘッダに格納しパケットを送信する．パ

ケットを受信した各端末は，パケットヘッダに格納された転送端末表より，優先度の

高い端末から順にパケットを転送する．もし，自身より優先度の高い端末による転送

パケットを受信した場合，そのパケットを確認応答（ACK: Acknowledgement）とす

ることで自身の転送を停止し，冗長な転送を抑制する．このように，ETXに基づき複

数の転送端末を明示的に選択し，転送経路を冗長化することで，信頼性の向上を実現

している．

しかし，ExORでは，転送端末選択に ETXを利用することから，ネットワーク規

模の拡大に従って計算負荷が指数的に増大する．更に，端末が高い移動性をもつ環境

下では，短期間で ETXが大きく変動するため，通信環境への適応が困難である．

4.2.3 LFBL

LFBL（Listen First, Broadcast Later）[52,53]では，各端末がもつあて先端末まで

の論理的な距離情報を利用して算出される転送待機時間に基づいた転送端末選択を行

う．LFBLでは，送信元端末とあて先端末間で要求パケットと応答パケットを交換し，

これらのパケットを受信した各端末は両端末までの距離情報を取得し保持する．なお，

距離情報にはホップ数や受信信号強度が用いられる．各端末は，データパケットを送

信する際，あて先端末までの距離情報をパケットヘッダに格納し送信する．データパ

ケットを受信した各端末は，自身が保持する距離情報とパケットヘッダに格納された

距離情報を比較し，あて先端末までの距離に応じた転送待機時間を算出する．待機時

間中によりあて先端末に近い端末からのデータパケットを受信した場合，これを暗黙
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的確認応答（Implicit Acknowledgement）とし，転送を停止する．このように，各端

末が自律的に算出する転送待機時間に基づき転送端末選択を行うことで，あて先端末

までパケットの転送を行う．

しかし，LFBLでは，各端末が自律的に転送の可否を決定するため，複数の端末が

転送を行い，不必要な転送が発生し，通信資源を消費する可能性がある．また，パケッ

トを受信したネットワーク内の端末が自律的に転送制御に参加するため，パケットが

ネットワーク内に広く拡散する可能性がある．

4.3 利用領域制限付きの確率的な転送制御の原理

前述のとおり，従来手法では，複数の転送端末を利用し，通信環境に応じた転送経

路選択を実現している．しかし，IDMHでは，経路構築時に得られた次ホップ端末と

次々ホップ端末の情報に基づき転送端末選択を行うことから，経路近傍の端末間など

での転送は考慮されておらず，十分に経路を多様化することができない．また，LFBL

では，パケットを受信した端末が自律的に転送に参加することから，ネットワーク内

に送信パケットが拡散し，通信資源を消費する可能性がある．

そこで本章では，構築した経路と経路近傍の領域に存在する端末を利用した確率的

経路制御（ROR: Area-Restricted Opportunistic Routing）を提案する．なお，経路

上の端末を経路端末，経路の近傍領域に存在する端末を経路近傍端末とする．提案手

法では，転送に参加する端末を経路の近傍領域に制限することで，通信資源の消費を

抑制する．更に，トポロジーの変化による通信経路の変化に適応するため，各パケッ

ト転送ごとに，次回のパケット転送の中心となる経路端末を指定することで，トポロ

ジーの変化に適応した経路選択を実現する．

4.3.1 経路と経路近傍の端末を利用した転送制御

ROR では，従来の AODV などでの経路探索と同様に，送信元端末が経路要求パ

ケットのフラッディングを行うことであて先端末を探索し，あて先端末が経路応答パ

ケットを返答することで，通信を確立する．RORでの経路構築手順を以下に示す．

経路構築と転送領域の決定

1. 通信要求発生時，送信元端末は経路要求パケットをフラッディングし，あて先端

末までの経路を探索する．なお，経路要求パケットにはあて先端末アドレス，送

信元端末アドレス，送信元端末までのホップ数，シーケンス番号が格納される．
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2. 経路要求パケットを受信した各端末は，送信元端末までのホップ数と，送信元

端末への次ホップ端末を記録し，経路要求パケットを送信する．なお，各端末

は同一のシーケンス番号に対して一度のみ送信を行う．

3. 経路要求パケットを受信したあて先端末は，経路応答パケットを経路要求パ

ケットの送信元端末に対して送信する．なお，経路応答パケットには，送信元

端末アドレス，あて先端末アドレス，エンドエンド間でのホップ数，パケット

の送信端末とあて先端末間のホップ数が記録され，経路要求パケットが経由し

た経路の逆経路を利用して転送される．

4. 経路応答パケットを漏れ聞いた各端末は，次回のデータパケット転送に参加す

る経路近傍端末となり，自身とあて先端末間のホップ数を記録する．また，パ

ケットに格納されているエンドエンド間でのホップ数と，パケットを送信した

端末と前ホップ端末とあて先端末間のホップ数を利用して送信元端末までの推

定ホップ数を算出して記録する．なお，複数の経路応答パケットを漏れ聞いた

場合，以前記録した送信元端末までの推定ホップ数と比較し，より大きい推定

ホップ数を記録する．

5. 経路要求パケットの送信元端末は経路応答パケットを受信したとき，データパ

ケット送信を開始する．

6. 送信元端末は，一定時間内に応答パケットが受信できなかった場合，あて先端末

の探索が失敗したと判断し，探索範囲を広げ，経路要求パケットを再度フラッ

ディングする．

上述した制御を行うことで，エンドエンド間での通信の確立と経路の構築，及びパ

ケット転送に参加する経路の近傍領域の決定を行う．経路構築後，送信元端末は構築

した経路を利用してデータパケットの送信を行う．図 4.2に RORにおけるデータパ

ケット転送の動作例を示す．また，以下にデータパケット転送の動作手順を示す．

転送待機時間に基づく領域制限形転送制御

1. 経路応答パケットを受信した送信元端末は，データパケットを送信する．なお，

データパケットには，送信元端末アドレス，あて先端末アドレス，前ホップ端

末アドレス，パケットの送信端末と送信元端末間のホップ数，前ホップ端末が

経路端末であるか否かを判別する二値をヘッダに記録し送信する．

2. データパケットを受信した転送端末候補は，受信パケットに記録されている送

信元端末までのホップ数と自身が保持する送信元端末までのホップ数を比較す

る．このとき，自身が保持するホップ数が大きい場合，転送待機時間を算出し，
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図 4.2 RORにおけるパケット転送例

転送待機を行う．なお，転送待機時間算出の詳細は 4.3.2で述べる．

3. 待機時間内に，自身より送信元端末から遠い端末からの転送パケットを受信し

た場合，これを ACKと認識し，転送を停止する．待機時間内に確認できない場

合，転送端末候補は，パケットヘッダに記録されている送信元端末までのホッ

プ数を自身がもつ送信元端末までのホップ数を用いて更新し，パケットを転送

する．

4. あて先端末がパケットを受信した場合，データパケットの代わりに ACK パ

ケットを送信することで，自身の近傍に存在する端末に対しパケットの受信を

通知する．なお，ACKパケットには，送信元端末までのホップ数と前ホップで

の送信端末アドレスを格納する．

上記の手順で経路とその近傍の端末を利用したデータパケット転送を行うことで，

特定の経路に依存しないパケット伝送を実現している．

4.3.2 転送待機時間算出

RORでは，経路端末と経路近傍の端末を利用したパケット転送を行うことから，送

信されたパケットを同時に受信した複数の端末が次の転送端末候補となる．そのため，

不必要なデータパケット転送の発生と端末間でのパケットの衝突を回避するため，各
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端末が自律的に転送待機時間を利用する．パケットを受信した端末 r が算出する転送

待機時間 br を式 (4.1)に示す．

br =

{

uTslot (er = 1)

(Mslot + u) Tslot (otherwise)
(4.1)

ここで，Tslot はスロット時間，Mslot は最大スロット数，u は (0,Mslot) の整数乱数，

er は，経路端末である場合は 1，経路近傍端末である場合は 0となる二値である．式

(4.1)を用いることで RORでは，経路端末は経路近傍端末に比べて短い待機時間を算

出することで，優先的にパケット転送を行う．経路近傍端末では，経路端末によるパ

ケット転送が確認できない場合，待機時間に従いパケットを転送することで，経路端

末を補助することが可能となる．

4.3.3 経路端末と転送領域の更新

RORでは，経路とその近傍領域を利用した転送制御を行うことから，端末の移動な

どによるトポロジーの変化に従って経路端末を変更する必要がある．そこで，RORで

は，パケットヘッダに前ホップでの送信端末アドレスを記録することで，各パケット転

送時に経路端末の更新を行う．図 4.3に RORにおける経路更新を示す．パケットを

受信した各端末は，ヘッダに記録された前ホップ送信端末アドレスが自身のアドレス

*The value within each terminal represents

an own hop count to the source

DestinationSource
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as a previous-hop terminal

and forwards the packet

20

2

1

3
#A

#C

#B

#D #E

(1) #B specifies #A

as a previous-hop terminal

and forwards the packet

(4) #B receives the forwarded packet

from #D and then it becomes

the terminal on the route

(3) #C receives the packet from #D

and then it becomes the route-side neighbour

Terminal on the route Route-side neighbour

Route

Terminal

Explicit ACKImplicit ACKDATA

図 4.3 RORにおける経路更新

– 49 –



である場合，次回のパケット転送における経路端末となる．一方，自身のアドレスで

はない場合，パケットヘッダに格納された情報から経路端末からのパケットであるか

を確認する．経路端末が送信したパケットである場合，新たなパケットを受信した際

に，自身は経路近傍端末としてパケット転送に参加する．経路端末が送信したパケッ

トを一定期間受信できなかった場合，近傍端末は近傍領域外であると判断し，転送端

末候補から外れる．これにより，各パケットの転送時に転送端末候補の更新を行う．

4.4 性能評価

4.4.1 シミュレーション環境

本章では QualNet 5.1 [37] を用いたコンピュータシミュレーションによる性能評

価を行う．比較対象には AODV，LFBL，及び提案手法である RORを用いる．本シ

ミュレーションでは 500m四方のシミュレーション領域に端末をランダムに配置する．

各端末の無線通信方式には IEEE 802.11a [42] を利用し，通信半径は 100m，通信速

度は 6Mbpsとする．なお，RTS/CTS（Request To Send / Clear To Send）は利用

しない．電波減衰モデルには 2波モデルを用いる．また，あて先端末はパケットの受

信順序の逆転を許容せず，受信済みパケットより新しいパケットにのみ受信処理を行

う．データ送信には，全端末から 2端末ランダムに選択し，双方向に 1,024Byteのパ

ケットを UDP（User Datagram Protocol）[39]で 1,000個送信する．また，あて先

端末はパケットの受信順序の逆転を許容せず，受信済みパケットより新しいパケット

にのみ受信処理を行う．

（1）性能評価 1

性能評価 1では，ランダムな通信環境において端末密度を変化させた場合の性能評

価を行う．移動モデルはランダムウェイポイント（移動速度 0～10m/s，ウェイティ

ングタイム 0秒）とし，端末数を 20から 200まで 20ごとに変化させた．

（2）性能評価 2

性能評価 2では，ランダムな通信環境において各端末の移動速度を変化させた場合

の性能評価を行う．シミュレーション領域に 160端末をランダムに配置し，移動モデ

ルをランダムウェイポイント（ウェイティングタイム 0秒）とし，各端末の移動速度

を固定し 2m/sから 20m/sまで変化させた．

評価指標

評価指標にはエンドエンド間でのパケット伝送成功率，遅延，及び合計送信パケッ

ト数を用いる．エンドエンド間でのパケット伝送成功率は，送信元端末によって送信
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されたパケットがあて先端末に到達した割合を示している．RORでは，経路上の端末

と経路近傍の領域に存在する端末を利用したパケット転送を行うため，特定の経路に

従いパケットの転送を行う AODVなどの手法と比較して，エンドエンド間でのパケッ

ト伝送成功率が改善すると考えられる．一方で，Opportunistic Routingなどの手法

と比較した場合，ROR では利用する領域を制限していることから，経路の多様性は

低下すると考えられる．そのため，パケット伝送成功率を評価指標とすることで，経

路の近傍領域に限定することが経路の多様性に与える影響を評価する．エンドエンド

間での遅延時間は，各パケットのエンドエンド間の通信遅延を示す．LFBL や ROR

では，転送待機時間を利用してパケットを転送することから，AODVと比較して，遅

延の増加が発生すると考えられる．また，RORと LFBLを比較した場合，LFBLで

は，完全に分散的に転送端末を利用することから，経路端末が短い待機時間で優先的

に転送を行うことができる RORと比較した場合，遅延の増加が発生すると考えられ

る．そのため，エンドエンド間での遅延を評価指標とすることで，転送待機時間が遅

延に与える影響を評価する．LFBLや RORでは，パケットを受信した各端末が自律

的に転送端末候補となる．そのため，経路の冗長化が行える一方で，送信パケット数

の増加が発生し，通信資源を消費すると考えられる．そのため，送信パケット数を評

価指標とすることで，経路の冗長化が送信するパケット数に与える影響を評価する．

4.4.2 評価結果

（1）性能評価 1

性能評価 1における評価結果を図 4.4～図 4.6に示す．まず図 4.4より，RORでは

AODVと比較して端末密度の増加に従い，パケット伝送成功率が向上していることが

分かる．これは，端末密度の増加に伴い，経路の近傍端末が増加することで，経路の

多様化が可能になったためであると考えられる．しかし，RORでは，LFBLと比較し

て低いパケット伝送成功率となっていることが分かる．RORでは，パケットの転送に

利用する領域を経路近傍領域内に制限している．LFBLでは，制限せずにパケットの

転送を行うことから，特定の経路に依らずに複数の転送経路を利用することも可能で

ある．そのため，転送に利用する領域を特定経路の近傍に制限している RORと比較

して，多様な転送経路を利用することが可能であるため，高いパケット伝送成功率を

実現していると考えられる．

図 4.5より，AODVや LFBLと比較して，RORでは低い通信遅延を実現している

こと分かる．ROR は，従来の単一経路形の経路制御とは異なり，パケットの損失が
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図 4.4 性能評価 1: エンドエンド間パケット伝送成功率

生じた場合にも経路の近傍端末が経路端末に代わりパケットの転送を行うことで，経

路を再構築することなくパケットの転送が可能である．そのため，経路再構築による

通信遅延が発生しないため，AODVと比較して通信遅延が減少したと考えられる．ま

た，ROR では，経路端末の転送待機時間を経路近傍の端末と比較して，短い待機時

間に設定することで，経路端末が短い待機時間で優先的にパケットを転送し，各ホッ

プでの待機時間を削減することで，LFBLと比較して短い通信遅延となったことが分

かる．

図 4.6より，RORでは AODVと比較して，端末密度の増加に伴い，送信パケット

数が増加していることが分かる．これは，経路端末と経路近傍の端末を用いることで，

転送経路を冗長化しているため，送信されたパケットが複数の端末によって転送され

る可能性がある．特に，端末密度が高い環境下では，送信されたパケットはより多く

の端末によって受信される．そのため，全ての端末が同一パケットを再受信すること

で，確認応答とすることが困難となり，多くの端末が同一パケットを転送したと考え

られる．そのため，単一の経路に沿ってパケットを転送する AODV に比べ，送信パ

ケット数が増加したと考えられる．また，RORは LFBLと比較した場合，合計送信

パケット数が大きく減少していることが分かる．RORでは，パケット伝送に利用する

領域を制限して転送経路を多様化している．一方，領域を制限せずにパケットの転送

を行う LFBLでは，送信されたパケットがネットワーク内に広く拡散するため，ROR

と比較して送信パケット数が増加したと考えられる．
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（2）性能評価 2

評価結果を図 4.7～図 4.9に示す．図 4.7より，LFBLや RORでは，端末の移動速

度によるパケット伝送成功率の変化が小さいことが分かる．一方，AODVでは端末の

移動速度の増加に伴い，パケット伝送成功率が低下していることが分かる．これは，

構築した経路に沿ってパケットの転送を行う AODVでは，端末移動によるトポロジー

の変化に対応できず，パケット損失が発生したためであると考えられる．提案手法で

は，AODVと同様に構築した経路を用いてパケットの転送を行うが，経路の近傍端末

を利用して経路を多様化し，各パケット転送時に経路端末の更新を行うことで，端末

移動によるトポロジーの変化に適応できていることが分かる．RORでは，高速度環境

下においても，パケット伝送成功率の大きな低下がみられないことから，端末が高い

移動性をもつ場合にも適切に経路変更が行われたと考えられる．また，低速度環境下

では，AODVと RORのパケット伝送成功率がほぼ同等となっていることが分かる．

RORでは，転送までの待機時間を設定することで，経路端末によるパケット転送を優

先している．そのため，端末移動が少なくトポロジーの変化が小さい場合，AODVと

RORは類似した経路を利用してパケットの転送を行っていると考えられる．

図 4.8より，RORでは，AODVや LFBLと比較して，通信遅延を低減できている

ことが分かる．また，LFBLや RORでは，移動速度の増加による通信遅延の変化が

少ないが，AODVでは，端末の移動速度の増加に伴い，通信遅延が増加していること
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が分かる．これは，AODVでは端末移動によるトポロジーの変化により経路の再構築

が発生し遅延が生じたためであると考えられる．しかし，端末の移動速度が非常に小

さい場合，提案手法の通信遅延はは AODV の通信遅延と比較して増加していること

が分かる．これは，提案手法では経路端末であってもパケット転送までに短い待機時

間が設定されるため，端末移動が少なくトポロジーの変化が小さい環境では，RORの

待機時間による通信遅延の増加が AODV の経路再構築の遅延よりも大きくなったた

めであると考えられる．

次に図 4.9より，LFBLや RORでは，端末の移動速度による送信パケット数の変化

が小さいことがわかる．一方，AODVでは，端末の移動速度の増加に伴い送信パケッ

ト数が増加していることが分かる．これは，経路の再構築が行われることで，制御パ

ケットの送信が増加したためであると考えられる．一方，RORでは，制御パケットを

用いて経路の変更を行うのではなく，パケット伝送ごとにパケットヘッダに格納され

た情報を用いて経路情報の更新を行うため，送信パケット数の増加が小さくなったと

考えられる．

4.5 むすび

本章では，パケットの転送を行う端末を経路の近傍領域に制限することで，経路の

多様性を得るとともに，通信資源の消費を削減する確率的経路制御を提案し，性能評

価を行った．従来のデータリンク層と強調し経路の近傍端末を利用した転送制御を行

う手法では，十分に経路の多様性を得ることができない問題があった．また，従来の

転送待機時間に基づく確率的経路制御では，ネットワーク内の端末が自律的に転送に

参加することで，通信資源を過剰に消費する問題があった．これらの問題に対し，確

率的経路制御を行う端末を特定の経路の近傍領域に制限することで，通信資源の消費

の削減と通信効率の改善を実現した．
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第 5章 端末指定を利用した確率的な経路制御

5.1 まえがき

アドホックネットワークでは，無線通信を用いることや各端末が自由に移動可能で

あることから，電波干渉によるパケットの損失や端末移動によるトポロジーの変化が

発生する．しかし，従来の AODV（Ad-Hoc On-Demand Distance Vector）[19, 20]

などの特定の経路を構築する経路制御では，一時的な要因により通信が行えない場合

にも，経路を構成するリンクが切断されたと判断し，経路の再構築が行わる．そのた

め，通信遅延の増加や通信資源の消費が発生する問題がある．

このような問題を解決するため，データリンク層とネットワーク層で協調動作する

ことで一時的な通信環境の変化に適応する手法 [41]が提案されている．しかし，この

手法では，通信環境に適応し経路の迂回や飛越しを行うが，データリンク層の拡張や，

データリンク層とネットワーク層間で密な協調動作を必要とする．また，経路の迂回

や飛越しを行う端末は，構築した経路とその近傍端末のみに限定される．

通信環境やネットワークトポロジーの変化に対応するため，特定の経路に依存せず

にパケットの転送を行う確率的経路制御（OR: Opportunistic Routing）[24–26]が提

案されている．ORでは，転送端末を特定の経路に限定せず，ホップ数，パケット伝

送成功率，受信信号強度，地理的情報などの情報から，転送に適した端末を適応的に

選択する．これにより，動的な転送端末選択や転送経路の冗長化を実現している．

データリンク層と協調動作する OR [43,44]では，協調動作により衝突を抑制した効

率的な優先度制御を行うことができるが，データリンク層の拡張を必要とする．また，

適切な転送端末候補を事前に選択する必要がある．

通信成功率に基づき転送端末を選択する OR [27–29, 45]では，通信成功率に基づい

て決定される優先度に応じた転送端末選択を行うが，アドホックネットワークなどの

通信環境の変化が著しい環境下では通信成功率は大きく変動するため，環境の変化に

適応することが困難となる．

位置情報に基づき転送端末を選択する OR [46–48] では，位置情報を利用しあて

先端末により近い端末を優先した転送端末選択を行うが，各端末が GPS（Global

Positioning System）を搭載する必要があり，各端末は自身の位置を正しく捕捉する

必要がある．

特定の経路とその近傍領域を利用した OR [54,55]では，構築した特定の経路に加え

その経路近傍領域の端末を利用した転送端末選択を行うが，パケットの転送に利用す
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る領域を制限しているため，領域内に十分な転送端末候補が存在しない場合，転送経

路の多様性を得ることが困難となる．

アドホックネットワークやセンサネットワーク向けに待機時間に基づき転送端末を

選択する OR [49–53] が提案されている．これらの手法では，パケットを受信した各

端末が保持する情報とパケットヘッダに格納された情報から転送待機時間を算出し，

待機時間内に他端末による転送パケットを確認できない場合，自身を転送端末に設定

してパケットを転送する．これにより，パケットの受信端末が自律的に他端末による

転送を確認し，自身による転送の必要性の有無を判断することで，転送経路の多様化

と不必要な転送パケットの抑制を実現している．しかし，従来の転送待機時間に基づ

く ORでは，転送端末選択の基準となる待機時間の算出が乱数に大きく依存している

ため，よりあて先端末に近い端末が必ずしも先にパケットを転送するとは限らず，不

必要な転送パケットの増加や通信効率の低下が発生する可能性がある．更に，これら

の手法は性能が端末密度に依存しており，転送に利用する領域に端末密度が疎な領域

を含む場合，転送に参加する端末が減少することで経路の多様性を得られず，パケッ

ト伝送成功率が低下する問題がある．

本章では，上述した問題点を解決する転送端末指定を利用した転送待機時間に基づ

く OR（PRIOR: Prioritized Forwarding for Opportunistic Routing）を提案する．

提案手法では，待機時間に基づいた転送端末選択に加え，待機時間を用いずにパケッ

トの転送を行う端末を一端末指定することで，転送待機時間による待機遅延の増加を

抑制する．更に，提案手法では，シグモイド関数に基づいた転送待機時間算出式を利

用することで，常にあて先端末に近い端末が優先される効率的な転送端末選択を実現

する．上述した制御に加え，端末密度が低下した際の通信性能の低下を抑制するため，

各ホップでの再送制御を行うことで，低端末密度下での性能低下の抑制する．更に，

明示的確認応答を用いた不必要なパケット転送の停止を行うことで，通信資源の消費

を抑制する．また，コンピュータシミュレーションを用いることで，従来手法との比

較を行い，提案手法の有効性を明らかにする．

5.2 転送待機時間に基づく確率的経路制御

転送待機時間に基づく OR [49–53]では，従来の AODVなどのリアクティブ形の経

路制御プロトコルなどと同様に，送信元端末とあて先端末間で要求パケットと応答パ

ケットを交換することで，通信を開始する．

また，各端末はコスト表をもち，各コスト情報には，あて先端末アドレス，ホップ

– 58 –



数，シーケンス番号，コスト情報の生存期限などが記録される．なお，各コスト情報

は，受信パケットの逆経路の情報を利用して更新されるため，これらの手法では，通信

は常に双方向で行われる必要がある．そのため，各端末は，パケット受信時にコスト

情報の更新を行うことから，通信トポロジーや通信環境の変化に適応することが可能

である．以下では，従来手法におけるあて先端末探索と転送待機時間に基づくパケッ

ト転送についてそれぞれ述べる．

あて先端末探索

1. 通信要求発生時，送信元端末はあて先端末までのコスト情報をもたない場合，

送信元端末は要求パケットをフラッディングすることであて先端末を探索する．

なお，要求パケットには，送信元端末アドレス，あて先端末アドレス，送信元端

末までのホップ数，シーケンス番号，TTL（Time To Live）が格納されている．

2. 要求パケットを受信した各端末は，受信パケットに記録されているシーケンス

番号を確認することで，自身が送信済みか否かを確認する．未送信である場合，

端末は要求パケットに記録されている送信元端末までのホップ数を増加させ，

要求パケットを送信する．既に送信済みである場合，端末は要求パケットを破

棄する．

3. あて先端末は要求パケットを受信したとき，応答パケットを送信する．ここで，

要求パケットを受信したネットワーク内の端末は，送信元端末までのコスト情

報をもつことから，応答パケットはこの逆経路のコスト情報を利用することで

算出される転送待機時間に基づき転送が行われる．

4. 送信元端末は，一定時間内に応答パケットが受信できなかった場合，あて先端

末の探索が失敗したと判断し，シーケンス番号と TTL を増加させることで探

索範囲を広げ，要求パケットを再度フラッディングする．なお，要求パケット

のフラッディング回数がしきい値に達した場合，送信元端末はあて先端末が存

在しないものと判断し，自身が保持するデータパケットを全て破棄し，送信を

終了する．

転送待機時間に基づく転送制御

1. 応答パケットやデータパケットを受信したとき，各端末は転送待機時間に基づ

いたパケット転送を行う．なお，応答パケットやデータパケットには，送信元

端末アドレス，あて先端末アドレス，あて先端末までのホップ数，送信元端末ま

でのホップ数，シーケンス番号などが格納されている．各受信端末 r は，自身
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がもつコスト情報 hrd とヘッダに格納されたコスト情報 hid を利用し，あて先

端末までの推定ホップ数 ĥrd と自身がもつホップ数 hrd との差 δr を算出する．

ĥrd = hid − 1 (5.1)

δr = hrd − ĥrd (5.2)

ここで，hid はパケットヘッダに記録されている前ホップ端末 i とあて先端末 d

間のホップ数，hrd は自身 r がもつあて先端末 d までのホップ数，ĥrd はパケッ

トを受信した端末 r とあて先端末 d 間の推定ホップ数，δr は自身がもつホップ

数 hrd と推定ホップ数 ĥrd の差を示している．なお，パケットが迂回や飛越し

が行われずに 1ホップずつ転送された場合，hrd は，hid − 1と同値となる．つ

まり，推定ホップ数 ĥrd は,hrd と同値となる．よって，受信端末がもつホップ

数 hrd と推定ホップ数 ĥrd の差 δr を算出することで，受信したパケットを自身

が転送した場合，あて先端末にどの程度近づくかを判別することが可能となる．

ここで，δr = 0となった場合には順路となり，あて先端末に 1ホップ近づく経

路，δr > 0となった場合には迂回経路となり，δr ホップ迂回した経路，δr < 0

である場合には飛越し経路となり，|δr | ホップ飛越した経路をそれぞれ示して

いる．

2. 各受信端末 r は δr に基づき転送待機時間 br を算出し転送待機を行い，転送端

末候補となる．なお，各手法での転送待機時間算出の詳細については各小節で

述べる．

3. 待機時間内に同一パケットを受信した場合，これを暗黙的確認応答（Implicit

Acknowledgement）と判断し，転送を停止する．なお，暗黙的確認応答と判断

する条件は各手法ともに異なるため，詳細については各小節で述べる．

4. 待機時間内に他端末による転送が確認できない場合，自身が転送端末となり，

パケットヘッダに格納されている情報を更新し，パケットの転送を行う．

転送待機時間に基づく ORでは，上述した手順に従って制御が行われる．なお，各

手法の詳細な制御等については以下の各小節で述べる．

5.2.1 SSR

SSR（Self-Selective Routing）[49,50]では，自身が迂回中継端末であるか否かに応

じて勾配が異なる二つの関数を利用した式 (5.3) を用いて転送待機時間 br の算出を
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行う．

br =





uTssr

1 − δr
(δr ≤ 0)

(

1 + uδr
)

Tssr (otherwise)

(5.3)

ここで，Tssr は定数，uは (0, 1) の一様乱数である．Tssr = 0.5とした場合の SSRでの

転送待機時間算出の例を図 5.1に示す．SSRでは，飛越し経路や順路の端末は固定待

機時間を用いずに δr に応じて上限が増加するランダム待機時間を利用して待機時間を

算出する．迂回経路の端末である場合，δr に応じて上限が増加するランダム待機時間

に固定待機時間を加えることで待機時間を算出する．これにより，あて先端末により

近い端末がより短い待機時間を算出する確率が高くなり，迂回経路の端末には常に固

定待機時間を加算することで，飛越し経路や順路の端末は優先的に転送を行うことが

可能である．また，SSRではパケットを転送した端末が同一パケットを再受信した場

合，パケット転送に成功したと判断し，不必要なパケット転送を抑制するため，明示

的確認応答（ACK: Explicit Acknowledgement）パケットを送信する．ACKパケッ

トを受信した端末は，自身のパケット転送を停止することで，不必要なパケットの転

送を抑制する．パケットを受信したあて先端末は，受信したパケットの代わりに ACK

パケットを送信することで，自身の近傍に存在する端末のパケット転送を停止する．

SSRでは，δr に応じて転送待機時間 br の上限を変化させることで，あて先端末に

近い端末が先にパケットを転送する確率が増加するように転送待機時間 br を算出し
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図 5.1 SSRにおける転送待機時間算出（Tssr = 0.5）
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ている．しかし，転送待機時間 br の下限は，迂回経路であるか否かにより決定される

ため，転送の可否は乱数に強く依存する．そのため，自身が他の転送端末候補よりあ

て先端末に近い場合でも，自身より遠い端末が先にパケットを転送する可能性がある．

更に，SSRでは ACKパケットを用いることで不必要なパケット転送の停止を行うが，

ACKパケットを受信した全ての端末がパケットの転送を停止する．そのため，必要な

パケット転送までが停止される可能性がある．また，SSRは，複数の転送端末を利用

してパケットを転送することを想定しているため，端末密度が疎である場合や，転送

に利用する領域に疎な領域が含まれている場合，十分に転送経路を多様化することが

できずに，信頼性の低下が発生する問題がある．

5.2.2 SRP

SRP（Self-Selecting Reliable Routing Protocol）[51]は SSRの拡張の一つであり，

式 (5.4)を用いて転送待機時間 br を算出する．

br =





uTpri (erd = 1)

uTsrp

4
(erd = 0 ∧ δr = 0)

(1 + u)Tsrp

4
(erd = 0 ∧ δr < 0)

(1 + u)Tsrp

2
(erd = 0 ∧ δr = 1)

(5.4)

ここで，Tsrp，Tpri は定数，erd は端末 r が直前のデータパケットを転送したか否かを

示す二値である．erd は端末 r が直前のデータパケットを転送済みである場合 erd = 1

となり，転送済みでない場合 erd = 0となる．また，SRPでは，過剰な迂回転送を抑

制するため，応答パケットとデータパケットにも TTLを設定する．TTLは，送信元

端末によるデータパケット送信時に設定され，hsd + log2 hsd とする．Tsrp = 1 とし

た場合の SRPにおける転送待機時間算出の例を図 5.2に示す．SRPでは，直前のパ

ケットを自身が転送していた場合，erd = 1となり，短い転送待機時間でパケット転送

を行うことが可能である．また，δr > 1である場合，受信端末 r はパケットを転送せ

ずに破棄する．そのため，SRPでは一時的に 2ホップ以上迂回する転送制御は行われ

ない．転送待機時間算出後，転送端末候補 r は δr > 0となる同一パケットを受信した

場合，暗黙的確認応答と判断しパケットの転送を停止する．他端末による転送が確認

できない場合，転送端末候補はパケットの転送を行い再度待機する．待機時間内に同

一パケットを受信した場合，転送端末は ACKパケットの送信を行う．待機時間内に
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図 5.2 SRPにおける転送待機時間算出（Tsrp = 1.0）

同一パケットを受信できなかった場合，転送端末はパケットの再送を行い再度待機す

る．待機時間内に同一パケットを再度受信できなかった場合，転送端末は経路を修復

するため自身がもつホップ数 hrd を 2増加させることで，転送に利用する領域を拡大

する．ここで，増加させたホップ数 hrd が TTLより小さい場合，転送端末は増加さ

せたホップ数 hrd をパケットに記録し再送する．

SRPでは SSR同様の明示的確認応答を行うことから，SSR同様に必要なパケット

転送まで停止してしまう問題がある．更に，SRPは経路修復機能をもつが，各パケッ

ト転送時に一定以上の迂回経路を用いないように制限している．そのため，上述した

制限により転送に利用する領域が限定され，不必要なパケット転送が抑制できる可能

性がある一方，即時的に異なる転送経路を選択することが困難となり，経路の多様性

が得られない可能性がある．また，直前のパケットの転送結果に基づいた待機時間の

抑制を行っているが，直前のパケットを複数の端末が転送する可能性があるため，直

前のパケットを転送した端末群内での衝突回避が必要となる．

5.2.3 LFBL

LFBL（Listen First, Broadcast Later）[52,53]では Pure Random，Slotted Ran-

dom，DVR（Distance + Variance + Random）の 3つの転送待機時間算出式が提案

されているが，Pure Randomでは乱数のみによる待機時間算出，Slotted Randomで
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は中継端末候補群を δr に応じて二分し乱数を用いた待機時間算出，DVRでの待機時

間算出の詳細は説明されていないため，本章での LFBLには Slotted Randomを待機

時間算出式に利用する．LFBLにおける待機時間算出を式 (5.5)に示す．

br =




uTlfbl (δr ≤ 0)

(1 + u) Tlfbl (otherwise)
(5.5)

ここで Tlfbl は定数である．Tlfbl = 0.5とした場合の LFBLにおける転送待機時間算出

の例を図 5.3に示す．LFBLでは迂回経路か否かに応じて転送端末候補群を二分する．

δr ≤ 0である飛越し経路上や順路上の端末は，固定待機時間を用いずにランダム待機

時間のみを利用して転送待機時間を算出する．δr > 0である迂回経路上の端末は，飛

越し経路もしくは順路の端末群を優先するため，固定的な待機時間にランダム待機時

間を加えることで転送待機時間を算出する．転送待機時間内に δr > 0 となる同一パ

ケットを受信した場合，転送端末候補はこれを暗黙的確認応答と判断し転送を停止す

る．δr ≤ 0 となる同一パケットを受信した場合，転送端末候補 r は転送待機時間 br

を再計算し再度待機を行う．

LFBLでは，転送端末候補群を二分し，それぞれ転送待機時間の上限と下限を固定

としている．そのため，同一の群内での転送端末選択は乱数に強く依存する．そのた

め，あて先端末に近い端末が優先的に転送を行うとは限らず，不必要なホップ数や送

信パケットの増加が発生する可能性がある．また，明示的確認応答を用いないことか
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図 5.3 LFBLにおける転送待機時間算出（Tlfbl = 0.5）
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ら，パケット転送の停止には，暗黙的確認応答のみが用いられる．そのため，適切に

パケットの転送を停止することができず，不必要なパケット転送が発生し，通信資源

を消費する可能性がある．また，LFBLは SSRと同様に，複数の転送端末を利用して

パケットを転送することを想定しているため，端末密度が疎である場合や，転送に利

用する領域に疎な領域が含まれている場合，信頼性の低下が発生する問題がある．

5.3 端末指定を利用した確率的な経路制御の原理

前述の通り，従来手法では，各端末が算出する待機時間に基づいた転送端末選択を

行う．しかし，転送待機時間による待機遅延の発生や，待機時間算出式に起因する不

適切な転送端末選択が問題となる．また，複数の転送端末候補が存在することを前提

とした転送制御が行われるため，端末密度が低下した場合，性能が大きく低下する問

題がある．更に，明示的確認応答による不必要なパケット転送の停止が行われるが，

受信した全ての端末が転送を停止してしまうため，必要なパケット転送も停止する問

題がある．

そこで本章では，転送端末指定を利用した転送待機時間に基づくOR（PRIOR: Pri-

oritized Forwarding for Opportunistic Routing）を提案する．PRIORでは，各転送

端末が，待機することなくパケットを転送することができる次ホップの転送端末であ

る優先転送端末（PF: Prioritized Forwarder）を一端末指定する．更に，転送待機時

間算出における問題点を解決するため，あて先端末により近い端末が常に優先的にパ

ケットを転送するシグモイド関数に基づいた待機時間算出式を提案する．また，従来

手法では，端末密度が疎な環境下において十分に経路の多様化できずに性能低下が発

生する問題があったが，PRIORでは，端末密度の低下による影響を緩和するため，各

ホップでの再送制御を提案する．更に，必要なパケット転送に影響を与えずに不必要

なパケット転送のみを停止するホップ数に基づいた明示的確認応答を提案する．

5.3.1 優先転送端末を利用した転送制御

上述した通り，PRIOR では転送待機することなくパケットの転送を行う優先転送

端末を利用したパケット転送を行う．そのため，各転送端末候補は，パケット転送時

に明示的に次ホップの優先転送端末を指定する．ここで，パケットヘッダに記録さ

れている優先転送端末は，各転送端末によってパケット転送毎に更新される．また，

PRIORの動作を実現するために，下記の条件を必要とする．
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• ブロードキャストの利用

• 双方向通信

• パケットを送信した端末の情報

PRIOR では，従来手法同様に，各端末が常にブロードキャストを利用してパケット

の送信を行う．これにより，データリンク層での再送制御などの様々な制御の影響を

受けずに通信を行う．また，PRIOR では，従来手法同様に，コスト情報の維持や更

新を逆経路のパケットを利用して行うことから，双方向通信を必要とする．上記の条

件に加えて，PRIOR では，パケットを送信した端末の情報を利用する．この情報は

データリンク層のプロトコルから取得されるが，取得や利用ができない場合，パケッ

トヘッダに送信端末アドレスを付与することで利用する．

PRIORでは，各端末がコスト表をもち，各コスト情報には，あて先端末アドレス，

ホップ数，優先転送端末アドレス，シーケンス番号，コスト情報の生存期限が記録さ

れる．コスト情報の更新は従来手法と同様であり，逆経路のパケットの情報を利用し

て更新される．なお，各パケットは送信元端末アドレスとシーケンス番号に基づき一

意に特定が可能なものとする．

パケット受信処理のフローチャートを図 5.5に示す．各端末は，パケットを受信し

た際に以下の条件に基づきコスト情報の記録，更新を行う．

1. パケットを受信した端末は，あて先端末へのコスト情報をもたない．

2. パケットを受信した端末は，あて先端末へのコスト情報をもつが，受信パケット

に記録されているシーケンス番号が，自身がもつコスト情報に記録されたシー

ケンス番号より大きい．

3. パケットを受信した端末は，あて先端末へのコスト情報をもち，受信パケットに

記録されたシーケンス番号と自身がもつコスト情報に記録されたシーケンス番

号が同一であるが，受信パケットに記録されている送信元端末までのホップ数

が，自身がもつコスト情報に記録された送信元端末までのホップ数より小さい．

上述した何れかの条件を満たす場合，パケットを受信した端末は，パケットに記録

されている情報を利用して，送信元端末へのコスト情報の記録や更新を行う．このと

き，パケットを送信した前ホップ端末を優先転送端末として記録する．これにより，

PRIOR では，各パケット転送時にコスト情報を更新することで，ネットワークトポ

ロジーの変化に適応することが可能である．次に，あて先端末探索と転送待機時間を

用いた転送制御について述べる．
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あて先端末探索

送信元端末によるあて先端末探索処理のフローチャートを図 5.5に，要求パケット

受信処理のフローチャートを図 5.6に示す．あて先端末探索の動作手順を以下に示す．

黒塗り部分:外部団体の著作権により非公開

転送待機時間に基づく転送制御

PRIOR におけるパケット転送例を図 5.7 に，データパケットや応答パケットの受

信処理のフローチャートを図 5.8に，パケット転送処理のフローチャートを図 5.6に

示す．転送待機時間に基づく応答パケットとデータパケットの転送手順を以下に示す．

1. 応答パケットやデータパケットを受信したとき，各端末は優先転送端末との関

係性と，転送待機時間に基づいたパケット転送を行う．ここで，応答パケット

やデータパケットには，送信元端末アドレス，あて先端末アドレス，優先転送

端末，あて先端末までのホップ数，送信元端末までのホップ数，シーケンス番
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号，TTLなどが格納されている．なお，送信端末アドレスを他層から取得でき

ない場合，パケット送信時に送信端末アドレスをヘッダに記録する．また，送

信元端末は，自身がもつあて先端末までのホップ数の二倍の値を TTL として

設定する．

2. 応答パケットやデータパケットを受信したとき，受信端末はパケットが受信済

みか否か確認する．未受信である場合，パケットの送信端末は自身がもつ優先

転送端末と同一か確認する．同一である場合，パケットを転送せずに破棄する．

3.
黒塗り部分: 外部団体の著作権により非公開

4. 自身が優先転送端末でない場合，各受信端末 r は式 (5.2)を用いて算出した δr

に基づき転送待機時間 br を算出し転送待機を行い，転送端末候補となる．な

お，転送待機時間算出の詳細は 5.3.2で述べる．

5. 待機時間内に同一パケットを受信した場合，δr を算出する．δr > 0となった場

合，転送端末候補は受信パケットを暗黙的確認応答と判断し，転送を停止する．

δr ≤ 0となった場合，パケットを無視する．

図 5.7は，端末 Aと端末 Bがお互いに通信範囲内であり，近傍関係であることから，

お互いの通信を暗黙的確認応答として用いることが可能である．しかし，端末 Aと端

末 Bがお互いに通信範囲外である場合，互いの通信を検知できず，冗長なパケット転

送が発生する可能性がある．これを解決するため，明示的確認応答を用いることで不

必要なパケット転送の停止を行う．PRIOR における明示的確認応答の詳細は 5.3.5

で述べる．
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図 5.10，図 5.11は，QualNet 5.1 [37]を用いて，PRIORで構築された転送経路の

例を示している．このシミュレーションでは，単一の双方向フローを送信元端末とあ

て先端末間で発生させ，10秒経過したときに各端末がもつ情報を示している．各端末

は，分散的に送信元端末とあて先端末それぞれへのコスト情報をもち，自身の近傍端

末から優先転送端末を動的に設定することで，柔軟な優先転送端末設定を行うことが

可能である．
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図 5.10 PRIORにおけるあて先端末への転送経路例
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図 5.11 PRIORにおける送信元端末への転送経路例
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5.3.2 シグモイド関数に基づく待機時間算出

転送待機時間に基づく ORでは，各端末が自律的に算出する転送待機時間に基づき

パケットの転送を行うことで，特定の経路に依存せず転送経路の多様性を得ることが

できる．しかし，従来手法の転送待機時間算出では，適切な転送端末選択が行えず，あ

て先端末により近い端末がパケットを受信した場合にも先に転送できるとは限らない

という問題があった．そのため，不必要な転送パケットやホップ数の増加に伴う通信

資源の消費が発生する可能性がある．

そこで，パケットを受信した端末間で常にあて先端末に近い端末が優先されるシグ

モイド関数に基づいた転送待機時間算出を提案する．端末密度が十分に高い環境下に

おいて，送信元端末とあて先端末間で双方向にパケットが転送されているものとし，転

送に参加している各端末は自身がもつコスト情報を正しく更新できているものとする．

このような状況下で，端末 i がパケットを送信したとき，送信されたパケットを受信

した端末 r は，受信パケットに記録されている hid と自身がもつ hrd を利用して δr を

算出する．パケット受信時における δr 算出の例を図 5.12に示す．ここで，受信端末 r

が送信端末 iの近傍端末である場合，受信端末 r がもつ hrd は，hid −1 ≤ hrd ≤ hid +1

の範囲内となると考えられる．受信端末 r は式 (5.2) より，自身がもつホップ数 hrd

から推定ホップ数 ĥrd を減算することで δr を算出する．よって，送信端末 i の近傍

端末であるパケットの受信端末 r が算出する δr は 0 ≤ δr ≤ 2の範囲内となる．一方
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図 5.12 各端末のパケット受信時における δr 算出例
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で，受信端末 r が送信端末 iの近傍端末でない場合，とり得る中継経路は経路の飛越し

や 3ホップ以上の迂回となると考えられる．このとき，受信端末 r が算出する δr は，

δr < 0もしくは δr > 2となる．よって，受信端末 r が 0 ≤ δr ≤ 2の範囲内である場

合，送信端末の近傍範囲内であることから，δr < 0や δr > 2の範囲内となる端末と比

較して，高い受信成功率を伴ってパケットを受信したと考えられる．そのため，同一

の δr となる端末間で複数の端末が同時に受信する確率が高いと考えられ，衝突回避の

ための乱数幅を増加させる必要がある．一方，偶発的に受信に成功した δr < 0もしく

は δr > 2となる端末では，各端末の受信成功率が低いため同時に複数の端末が受信す

る確率は著しく低下すると考えられ，衝突回避のための乱数幅は近傍端末群と比較し

て小さいもので良いと考えられる．

そこで，提案手法では上述した特徴に基づき，δr の増加もしくは減少に応じてそれ

ぞれ 0もしくは 1に収束するシグモイド関数に基づいた固定転送待機時間算出及びシ

グモイド関数の変化量に基づいたランダム転送待機時間算出を行う．固定転送待機時

間 ςr (δr ) は式 (5.6)より算出される．

ςr (δr ) =
1

1 + exp
(

−α
(

δr − β
)

) (5.6)

ここで，α は ςr (δr ) のゲイン，β は変曲点の位相を変化させる変数である．受信端末

r は，シグモイド関数に基づき δr に応じて算出される固定待機時間 ςr (δr ) を用いる

ことで，δr ごとに優先度が与えられる．つまり，ςr (δr ) は各 δr ごとに算出される転

送待機時間 br の下限となる．更に，受信端末 r は，ςr (δr ) の変化量を利用してラン

ダム待機時間を算出し，上記の固定待機時間に加算する．ランダム待機時間 µr (δr ) は

式 (5.7)より算出される．

µr (δr ) = u

(

ςr (δr + γ) − ςr (δr )

)

(5.7)

ここで，γ は各 δr 間の境界を，u は (0, 1) の一様乱数を示している．ランダム待機時

間 µr (δr ) は ςr (δr + γ) と ςr (δr ) の差に基づいて算出され，変曲点に近いほど大きい

乱数幅となることで，近傍端末群には大きな乱数幅を与え，それ以外の端末群には小

さい乱数幅を与える．転送待機時間 br は，算出した固定待機時間 ςr (δr ) とランダム

待機時間 µr (δr ) を用いて算出される．

br = Tmax

(

ςr (δr ) + µr (δr )

)

(5.8)

ここで Tmaxは最大転送待機時間である．受信端末 r は，算出した固定待機時間 ςr (δr )

とランダム待機時間 µr (δr ) を加算し，最大転送待機時間 Tmax を乗算することで，転
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図 5.13 PRIORにおける転送待機時間算出（Tmax = 1, α = β = γ = 1）

送待機時間 br を算出する．Tmax = 1とした場合の PRIORでの転送待機時間算出の

例を図 5.13に示す．図のように，自身の近傍に存在する端末には，複数の端末が転送

端末候補となるため，ランダム待機時間幅を増加させることで衝突回避を行い，自身

の近傍に存在しない端末には，近傍端末に比べ転送端末候補は少なくなるため，ラン

ダム待機時間幅を減少させることで，不必要な待機時間を削減する．

5.3.3 優先転送端末の更新

PRIOR では，各端末が優先転送端末をもつが，アドホックネットワークでは各端

末が移動するため，トポロジーの変化により優先転送端末が不適当なものになる可能

性がある．PRIOR では，順経路と逆経路のパケットを利用した優先転送端末の更新

を行う．優先転送端末の更新例を図 5.14，図 5.15に示す．なお，更新は各パケットに

対して一度のみ行われる．

図 5.14に順経路のパケットを利用した優先転送端末の更新例を示している．まず，

パケットを転送した端末は，自身が送信したパケットが優先転送端末によって転送さ

れたか否かを確認する．優先転送端末によって転送された場合，優先転送端末は近傍

に存在しているため，何も行わない．優先転送端末以外の端末によって転送された場

合，転送端末は優先転送端末を受信したパケットの送信端末に変更する．

図 5.15に逆経路のパケットを利用した優先転送端末の更新例を示している．パケッ

– 74 –



トを受信した端末は，パケットを送信した端末が逆経路の優先転送端末であるか否か

を確認する．逆経路の優先転送端末である場合，優先転送端末を利用して転送が行わ

れているため，何も行わない．逆経路の優先転送端末でない場合，逆経路の優先転送

端末を受信したパケットの送信端末に変更する．これにより，双方向の通信を利用し

て，優先転送端末の更新を行うことで，トポロジーの変化に適応する．

また，PRIORでは，上述したように優先転送端末を用いることから，端末が高速で

移動する環境下では性能が低下する可能性がある．そのため，移動速度が PRIORの

性能に与える影響を 5.4でコンピュータシミュレーションを用いて性能評価を行って

いる．

(1) S designates A as a PF

and transmits a packet

(3) S receives

the forwarded packet from B

(4) S changes the PF to D

from A to B

S

A

B

D

(2) B forwards

the packet

D 1

Implicit ACK
DATA (PF)
DATA (PF)

D 1

Source Destination
BD 2

AD 2

図 5.14 順経路パケットを利用した優先転送端末の更新

S

A

B

D

S 1

Implicit ACK
DATA (PF)
DATA (PF)

S 1

Source Destination
BS 2

AS 2

(1) D receives a packet from B

(3) D changes the PF to S

from A to B

(2) The PF of the

reverse path is A

図 5.15 逆経路パケットを利用した優先転送端末の更新
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5.3.4 領域制限形再送制御

従来の ORでは，転送に利用する領域内に疎な領域を含む場合，複数の端末を利用

したパケット転送ができず，経路の多様性を得ることが困難となる．そこで，PRIOR

では各ホップでの再送制御を行うことで，疎な領域でのパケット転送を補助する．ま

た，全ての端末が自律的に再送制御を行った場合，通信資源を過剰に消費してしまう

可能性がある．そこで，優先転送端末との近傍関係に基づいた領域制限形の再送制御

を提案する．

図 5.16に PRIORにおける再送制御の動作例を示す．各転送端末はパケット転送時

に自身が更新する直前にパケットに記録されていた優先転送端末との近傍関係を確認

する．転送端末が優先転送端末である場合，再送制御に開始する．転送端末が優先転

送端末の近傍端末であり，δr ≤ 1である場合，再送制御に開始する．ここで，各端末

は，自身がもつ優先転送端末までのコスト情報を確認することで，近傍端末か否かを

確認する．なお，コスト情報に記録されたホップ数が 1である場合，近傍端末とする．

そうでない場合，端末 r は優先転送端末の近傍端末でないため，保持しているパケッ

トを破棄し再送制御を行わない．再送制御を開始した転送端末は，式 (5.9) より再送

待機時間 cr を算出する．

cr = br + ϵTmax (5.9)

ここで ϵ は，直前のパケット転送との衝突を回避するためのインターバルである．そ

1

2

2

3

D

2

1

Implicit ACK
DATA (PF)
DATA (PF)

2

DestinationSource

3

*The value within

each terminal

represents hrd

S

Retransmission control
is available

(PF or neighbour of the PF)

Retransmission control
is disabled

(Not neighbour of the PF)

図 5.16 PRIORにおける領域制限形再送制御
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のため，ϵ は十分に大きい値を設定する必要がある．再送待機中に同一パケットを受

信した場合，転送端末は δr を計算する．このとき，δr ≤ 0である場合，端末 r は受信

パケットを暗黙的確認応答と判断し，再送制御を停止する．待機時間内に暗黙的確認

応答が行われなかった場合，端末はパケットの転送が失敗したと判断し，パケットの

再送を行う．再送回数がしきい値に達してない場合，再度再送待機時間を計算し，再

送待機を行う．再送回数がしきい値に達した場合，端末は再送制御を終了し，保持し

ているパケットを破棄する．

5.3.5 ホップ数に基づく明示的確認応答

転送待機時間に基づく ORでは，自身が転送したパケットと同一のパケットを再度

受信することで，暗黙的確認応答を行う．しかし，転送端末がパケットの再受信に失

敗した場合，不必要なパケットの転送や再送が行われ，通信資源を消費する．SSRや

SRP では，明示的確認応答を利用することで上述した問題に対応しているが，ACK

パケットを受信した全ての端末が転送を停止するため，自身よりあて先端末に近い端

末が受信した場合などの場合にも転送が停止され，必要なパケット転送が停止される

可能性がある．

上述した従来手法の明示的確認応答の問題点を解決するため，各端末がもつホップ

数に基づいた明示的確認応答を提案する．PRIORでは，ACKパケットに送信元アド

レス，あて先端末までのホップ数，シーケンス番号を格納する．図 5.17と図 5.18に

PRIORにおける明示的確認応答の例を示す．なお，本機能を有効にした PRIORを

PRIOR-Eと呼称する．

図 5.17は後方領域に存在する端末や不必要に迂回した転送となる転送端末候補への

ACKパケット送信例を示している．パケットを転送した端末は，転送したパケットと

同一のパケットを受信した場合，自身の転送が成功したと判断し ACKパケットを送

信する．ACKパケットを受信した各端末は δr を算出し，δr > 0である場合，受信端

末は ACKパケットを送信した端末より迂回した転送を行う端末であるため，自身の

転送を停止する．δr ≤ 0である場合，自身は ACKパケットを送信した端末よりあて

先端末により近い端末であるため，ACKパケットを無視する．また，あて先端末は，

データパケット受信時に，データパケットの代わりに ACKパケットを送信すること

で自身の近傍端末に転送が完了したことを通知し，近傍端末のパケット転送を停止す

る．なお，あて先端末は既に同一のデータパケットを受信済みであった場合にも，再

度 ACKパケットを送信する．
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図 5.18は確認応答を行えずに孤立した端末に対する ACKパケット送信例を示して

いる．再送制御が有効であり，自身の近傍端末全てが転送を完了していた場合，自身

が送信や再送するパケットが転送されず，自身の転送が失敗したと誤認し，不必要に

再送が繰り返される可能性がある．そこで，優先転送端末は，自身が既に確認応答済

みである場合にも ACKパケットを送信することで孤立した端末のパケット転送を停

止する．これにより，近傍端末全てが確認応答済みである場合にも確認応答を行うこ

とが可能となる．

(3) C and B ignore the ACK

S D

B

A

ED 2

D 1

C

E

ED 2

BD 3

(1) A receives

a forwarded packet

(2) A transmits an ACK (4) D transmits the ACK 

instead of the data packet

Explicit ACK
Implicit ACK
DATA (PF)
DATA (PF)

DestinationSource

AD 4

図 5.17 後方領域への明示的確認応答
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DATA (PF)
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AD 4

(1) B designates E as a PF

and retransmits the packet

(2) E transmits an explicit ACK

図 5.18 孤立端末への明示的確認応答
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5.4 性能評価

5.4.1 シミュレーション環境

本章では QualNet 5.1 [37]を用いたコンピュータシミュレーションによる性能評価

を行う．比較対象には AODV，SSR，SRP，LFBL，及び提案手法である PRIOR，明

示的確認応答を有効にした PRIORである PRIOR-Eを用いる．本シミュレーション

では 1,000m四方のシミュレーション領域に端末をランダムに配置する．各端末の無

線通信方式には IEEE 802.11b [38]を利用し，通信半径は 150m，通信速度は 11Mbps

とする．なお，RTS/CTS（Request To Send / Clear To Send）は利用しない．電

波減衰モデルに 2波モデルを用いる．データ送信には，全端末から 2端末ランダムに

選択し，双方向に 1,000Byteのパケットを UDP（User Datagram Protocol）[39]で

1,000 個送信する．本シミュレーションでは，再送制御を行う場合と行わない場合そ

れぞれについて評価を行う．AODVは再送制御の機能をもたないが，データパケット

はユニキャストを利用して送信される．そのため，IEEE 802.11 MACの ARQを利

用することが可能である．SSR と LFBL は再送機能をもたず，データパケットはブ

ロードキャストを利用して送信される．そのため，IEEE 802.11 MACの ARQを利

用することができないことから，SSRと LFBLでは再送制御を利用することはできな

い．SRPは再送機能をもつが，経路修復機能と組み合わせて利用される．そのため，

文献 [51]で提案されている動作を再現するため最大再送回数 nを 2とする．AODV，

PRIOR，及び PRIOR-E では最大再送回数を自由に変更することが可能である．そ

のため，最大再送回数 nを 0，1，3と変化させ，それぞれ性能評価を行う．各コスト

表のコスト情報の保持期間は３秒とする．各手法の転送待機時間を算出する変数 Tssr

と Tlfbl は 2.5 ミリ秒，Tpri は 0.5 ミリ秒，Tsrp と Tmax は 5 ミリ秒とする．PRIOR

における待機時間算出時の変数である α，γ 各 δr 間で算出される待機時間幅の干渉を

防ぐため 1とする．なお，δr が 0のときのランダム待機時間を最大化するため，β は

0.5とする．再送制御と直前のパケット転送間での干渉を防ぐため ϵ は 3とする．ま

た，あて先端末はパケットの受信順序の逆転を許容せず，受信済みパケットより新し

いパケットにのみ受信処理を行う．

（1）性能評価 1

性能評価 1では，端末密度が各手法に与える影響を評価する．移動モデルにはラン

ダムウェイポイント（移動速度 0m/sから 10m/s，ウェイティングタイム 0秒）とし，

端末数を 20から 200まで 20ごとに変化させた．
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（2）性能評価 2

性能評価 2 では，移動速度が各手法に与える影響を評価する．端末数は 100 とし，

移動モデルにはランダムウェイポイント（ウェイティングタイム 0秒）とし，各端末

の移動速度を 2m/sから 20m/sまで 2m/sごとに固定的に変化させた．

評価指標

評価指標として，エンドエンド間でのパケット伝送成功率，通信遅延，ホップ数に加

え合計送信パケット数を用いる．エンドエンド間でのパケット伝送成功率は，送信元

端末によって送信されたパケットがあて先端末に到達した割合を示している．提案手

法では複数の端末を利用してパケットを転送することから，従来の経路制御と比較し

てパケット伝送成功率が改善すると考えられる．更に，各ホップでの再送制御を組み

合わせることから，複数の端末を利用したパケット転送が困難な環境下においても伝

送成功率の改善が得られると考えられる．そこでパケット伝送成功率を評価指標とす

ることで，各制御がパケット伝送成功率に与える影響を評価する．エンドエンド間で

の通信遅延は，各パケットのエンドエンド間での通信遅延を示す．提案手法では優先

転送端末を利用することで転送待機することなくパケットを転送することが可能であ

る．そのため，従来手法と比較して各ホップでの待機時間が減少する可能性があるた

め，エンドエンド間での通信遅延が小さくなると考えられる．一方で，再送制御利用

時には，パケット伝送成功率の改善が得られる一方，再送待機時間による通信遅延の

増加が懸念される．そのため，エンドエンド間での遅延を評価指標とすることで，優

先転送端末を利用した優先転送，提案手法による待機時間算出，各ホップでの再送制

御がエンドエンド間での通信遅延に与える影響を評価する．ホップ数は各パケットが

あて先端末に到達するまでに経由したホップ数を示している．提案手法の待機時間算

出では，あて先端末に近い端末が常に優先的に転送することが可能となる．そのため，

従来手法と比較して，不必要な迂回転送が発生する可能性が少なくなることから，ホッ

プ数が減少する可能性がある．そこで，ホップ数を評価指標とすることで，各手法の

待機時間算出や，制御の差異がホップ数に与える影響を評価する．合計送信パケット

数はシミュレーション時間内に送信された合計パケット数を示している．ORでは複

数の中継経路を利用してパケットを転送することから，AODVなどの従来の単一経路

形の経路制御と比較して送信パケット数が増加する可能性がある．また，SSR，SRP，

PRIOR-E では ACKパケットを利用することで不必要なパケット転送を停止するこ

とが可能である，そのため，合計送信パケット数を評価指標とすることで，単一経路形

の経路制御や，ACKパケット利用の可否が送信パケット数に与える影響を評価する．
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5.4.2 評価結果

（1）性能評価 1

図 5.19～図 5.22に性能評価 1の評価結果を示す．図 5.19はパケット伝送成功率を

示している．結果より，AODV，SSR，SRP は低いパケット伝送成功率となってい

ることがわかる．AODVでは単一の経路を利用してパケットの転送を行うことから，

端末密度が増加した際にもパケット伝送成功率の改善を得ることが困難である．SSR

や SRP では端末密度の増加に従いパケット伝送成功率が改善しているが，LFBL，

PRIOR，PRIOR-Eほどの改善は得られていない．これは，SSRや SRPでは，明示

的確認応答を利用した不必要なパケット転送の抑制が行われているが，SSR や SRP

で用いられる ACKパケットでは受信範囲にいる全ての端末が転送を停止することか

ら，必要なパケット転送も停止する可能性がある．その結果，過剰にパケット転送が

抑制され，パケット伝送成功率が低下したと考えられる．LFBL，PRIOR (n = 0)，

PRIOR-E (n = 0)では AODV，SSR，SRPと比較して高いパケット伝送成功率を実

現している．SSRや SRPとは対照的に，LFBLや PRIORでは，明示的確認応答に

頼らず同一のデータパケットを再受信することで確認応答としている．そのため，各

転送端末候補がより転送を行う機会を得やすいため，パケット伝送成功率が向上した

と考えられる．PRIOR-E (n = 0) では，LFBL や PRIOR と比較して，わずかにパ

ケット伝送成功率の低下が発生している．これは，PRIOR-Eで用いられる明示的確

認応答では，ホップ数を考慮することで不必要なパケット転送に限定した転送の停止

を行っているが，必要なパケット転送もわずかに抑制され，パケット伝送がわずかに

低下したと考えられる．PRIOR (n = 1, 3)，PRIOR-E (n = 1, 3)では，再送制御を利

用することで端末密度が低下した場合においても高いパケット伝送成功率を実現して

いる．また，PRIOR-E (n = 3)では端末密度に依らず，パケット伝送成功率の改善さ

れている．PRIORと PRIOR-Eでは，再送制御を ORと組み合わせることで，端末

密度が疎な環境下では，再送制御によるパケット転送の補助が行われることで，端末

密度に依存しない転送制御を実現している．しかし，明示的確認応答を無効にしてい

る PRIORでは，端末密度が高い環境下においてパケット伝送成功率の低下が発生し

ている．これは，明示的確認応答を無効にしているため，各端末がパケットの再受信

のみを利用した暗黙的確認応答を行うことから，パケットの再受信の失敗などが発生

した場合，不必要なパケット転送が発生する．その結果，通信資源を過剰に消費する

ことで通信負荷となり，パケット伝送成功率が低下したと考えられる．
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図 5.20 性能評価 1: エンドエンド間での伝送遅延
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図 5.21に平均ホップ数を示す．結果より，AODVでは全手法の中でも最も低いホッ

プ数を実現している．AODVは経路構築時における最短経路を用いてパケットを転送

する．そのため，単一の経路に依存せずにパケットを転送する ORに比べ，短いホッ

プ数でパケットを転送できたと考えられる．SSR，SRP，PRIOR-Eでは，明示的確

認応答を利用して不必要に迂回したパケット転送を抑制していることから，LFBLや

PRIORと比較して短いホップ数となっている．特に，PRIOR-Eでは，パケット伝送

成功率を低下させることなくホップ数の短縮を実現している．これは，PRIOR-Eで

用いられる明示的確認応答では，ACK パケット受信時に確認応答とする基準にホッ

プ数を用いることで，不必要なパケット転送を判別することができていると考えられ

る．さらに，再送制御を有効にした場合においても，PRIOR-Eではホップ数の増加

割合が小さい．これは，明示的確認応答により再送制御を正しく停止することに成功

しているため，不必要な再送制御が発生せず，必要なパケット転送のみが行われてい

ることが分かる．一方，LFBLでは，端末密度に依らず他の手法と比較して長いホッ

プ数となっていることが分かる．上述したように，LFBLでは，明示的確認応答を利

用せずに同一パケットの再受信による暗黙的確認応答を行う．また，再受信時に確認

応答となる条件を，自身よりあて先端末に近い端末がパケットを転送した場合に限

定している．また，LFBLでの待機時間算出では，迂回となるか否かのみを考慮して

転送端末選択を行うことから不必要な迂回転送が発生し，ホップ数が増加したと考

えられる．PRIOR (n = 3) もまた高端末密度下でホップ数が大きく増加している．

PRIOR (n = 3)では，明示的確認応答を無効にしており，再送制御を有効にしている

ことから，高端末密度下では，通信負荷が増大する．その結果，通信負荷が増大した

領域を迂回するためのパケット転送が発生し，ホップ数が増加したと考えられる．

図 5.20はエンドエンド間での通信遅延を示している．結果より，AODVでは端末

密度に依らず安定した通信遅延を実現している．AODVでは転送待機時間を必要とせ

ず，最短経路に基づいてパケットを転送することから，遅延が可能な限り削減できて

いると考えられる．しかし，端末密度の増加に従い，通信遅延は相対的に増加してい

ることが分かる．AODVでは，パケット損失発生時にデータリンク層での ARQを利

用してパケットの再送を行うため，再送前に ARQによる再送待機が行われる．更に，

一定回数パケットの再送が失敗した場合，AODVでは経路の再構築を行う必要がある

ため，待機による遅延が発生する．一方，ORでは，パケットの再送や経路再構築をす

ることなく，自律的に異なる転送経路選択してパケットを転送することが可能である．

そのため，高端末密度下では，多様な転送経路選択を行うことができ，通信遅延を低

減することができたと考えられる．特に PRIOR (n = 0)や PRIOR-E (n = 0, 1, 3)で
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図 5.21 性能評価 1: 平均ホップ数
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は，端末数が 60～200端末のときに通信遅延が大きく減少している．また，SSRも非

常に小さい通信遅延となっているが，SSRでは明示的確認応答により無差別にパケッ

ト転送が停止され，迂回転送が過剰に抑制されてしまうため，通信遅延が減少してい

るが，パケット伝送成功率も大きく低下している．PRIORや PRIOR-Eでは，優先

転送端末やあて先端末に近い端末が常に優先される待機時間算出式を用いることで，

転送端末選択が改善され，パケット伝送成功率を減少させることなく，遅延を低減で

きていることが分かる．

図 5.22は合計送信パケット数を示している．高端末密度下では，AODV (n = 3)は

最も小さい合計送信パケット数となっていることが分かる．AODVでは，ORと異な

り，単一の転送経路を利用してパケット転送を行う．そのため，複数の転送経路を利

用する ORと比較して，合計送信パケット数が小さくなったと考えられる．対照的に

LFBLや PRIOR (n = 3)では，合計送信パケット数が著しく増加していることが分か

る．これは，LFBLや PRIORでは，明示的確認応答を利用せずに同一のデータパケッ

トの再受信に基づいた暗黙的確認応答を行う．そのため，データパケットの再受信に

失敗した場合，パケットの転送が行われなかったと誤認し，不必要なパケット転送の

発生につながり，合計送信パケット数が増加したと考えられる．PRIOR-E (n = 1, 3)

では AODV，SSR，SRPと比較して高い合計送信パケット数となっているが，LFBL

や PRIOR (n = 1, 3)と比較すると非常に少ない送信パケット数となっている．また，

図 5.19より PRIOR-E(n = 1, 3) では，非常に高いパケット伝送成功率を達成してい

る．そのため，PRIOR-E では、OR に各ホップでの再送制御と明示的確認応答を組

み合わせることで，低負荷で高いパケット伝送成功率を実現できていることが分かる．

（2）性能評価 2

図 5.23はエンドエンド間でのパケット伝送成功率を示している．結果より，AODV

では，移動速度の増加に従いパケット伝送成功率がわずかに低下している．これは，

移動に伴い経路の再構築が行われるが，近傍端末を利用することで経路を効率的に再

構築できているため，大きな低下にならなかったと考えられる．ORでは適応的に転

送経路を変更することで，移動速度の増加による大きなパケット伝送成功率の低下は

見られない．特に PRIOR (n = 1, 3)，PRIOR-E (n = 1, 3)では，端末の移動速度に依

らず，高いパケット伝送成功率を実現している．そのため，PRIORや PRIOR-Eで

は優先転送端末を利用しているが，トポロジーが短時間で変化する環境下においても，

パケット伝送成功率には大きな影響を与えないことが分かる．また，低速環境下では，

各手法ともにパケット伝送成功率の低下がみられる．これは，低速環境下ではトポロ

ジーの変化が乏しいことから，初期に生成されたトポロジーに大きく依存する．その
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ため，端末の位置に偏りが生じた場合，エンドエンド間の中継経路に疎な環境が含ま

れる可能性や，エンドエンド間の距離が非常に遠いものとなる可能性がある．このよ

うな環境下では，中継経路の多様性を十分に得ることが困難であることや，エンドエ

ンド間の距離に起因して著しく性能が低下することから，多くのプロトコルで通信性

能が低下したと考えられる．

図 5.25は平均ホップ数を示している．性能評価 1と同様に，AODVは最も小さい

ホップ数となっているが，各 ORでは低速環境下でのホップ数の増加がみられる．上

述したように低速環境下では，生成されたトポロジーの影響を強く受ける．しかし，

ORでは，迂回転送を利用することで，上述した偏りの影響を低減していることがわ

かる．高速環境下においては，PRIORや PRIOR-Eでは，SSRや SRPと比較して，

相対的に高いホップ数となっている．これは，高速環境下では，優先転送端末が短時

間で変更されてしまうことから，有効的に優先転送端末を利用することが難しくなる

ことや，各端末がもつ情報が実際の環境のものと差異が生じることから，不必要な迂

回転送が行われていると考えられる．

図 5.24はエンドエンド間での通信遅延を示している．AODV (n = 0, 1)では，低速

環境下においてエンドエンド間の通信遅延増加がみられる．AODV では経路構築時

の最短経路を利用してパケット転送を行うことから，各中継端末間の距離が長くなる

傾向があるため，各リンクの品質が低下する可能性がある．また，上述したように，

低速環境下ではトポロジーの変化が乏しいことから，エンドエンド間の距離は生成さ

れたトポロジーに強く依存する．そのため，低いリンク品質に起因した経路再構築が

頻発し，エンドエンド間での通信遅延増加の要因となったと考えられる．そのため，

AODV (n = 3)では再送制御により各リンク品質の改善が得られることから，エンド

エンド間での通信遅延が減少していることが分かる．一方，ORでは経路を再構築す

ることなく，変化したトポロジーに即した転送経路を選択することができることから，

ホップ数の増加がみられる一方で，通信遅延は低減できていることが分かる．特に，

高速環境下において，SRPでは，2ホップを超える迂回転送を行わないため，低い通

信遅延を実現している．対照的に，PRIORや PRIOR-Eでは，優先転送端末を利用

した通信遅延の低減が行われることから，低速環境下では低い通信遅延を実現してい

る．更に，高速環境下においても，低い通信遅延と高いパケット伝送成功率を実現し

ているが，移動速度の増加に従い通信遅延の増加が発生していることが分かる．

図 5.26は合計送信パケット数を示している．全てのプロトコルで移動速度の増加に

従い，合計送信パケット数の増加がみられる．AODVでは，再送や経路再構築にとも

なうパケット送信が発生したためであると考えられ，ORでは，実際のトポロジーと
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図 5.25 性能評価 2: 平均ホップ数
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図 5.26 性能評価 2: 合計送信パケット数
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各端末がもつコスト情報との差が発生することで，不必要なパケット転送が発生した

ためであると考えられる．

5.5 むすび

本章では，アドホックネットワークにおける転送待機時間に基づく確率的経路制御

の提案を行い，性能評価を行った．従来手法では，あて先端末に近い端末が優先的に

パケットを転送するとは限らず，不必要な転送パケットやホップ数の増加が発生する

問題があった．そこで提案手法では，優先転送端末を利用した待機時間発生の抑制や，

あて先端末により近い端末が優先的に転送できるように待機時間を算出することで，

効率的な転送端末選択を実現した．また，従来手法では，複数の転送端末が存在する

ことを前提とした転送制御が行われていたため，端末密度が疎な環境下では性能が低

下する問題があった．提案手法では，各ホップでの再送制御を組み合わせることで，

端末密度による影響を緩和し，性能低下の抑制を実現した．更に，従来手法では，明示

的確認応答を利用した不必要なパケット転送の抑制が行われていたが，必要なパケッ

ト転送も停止される問題があった．提案手法では，各端末がもつ情報に基づき不必要

なパケット転送のみを停止する明示的確認応答を行うことで，信頼性を低下させるこ

となく，通信負荷の低減を実現した．
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第 6章 結論

6.1 本論文の主たる結果

本論文では，従来のネットワークとの接続性を維持した汎用的なアドホックネット

ワークにおける通信制御の検討を行った．アドホックネットワークでは，移動が可能

な無線通信端末を用いて自律分散形ネットワークを形成することから，端末の移動に

よるトポロジーの変化や一時的な通信環境の変化による損失率の大きな変動が発生す

る．そのため，有線通信で用いられる従来の通信制御を利用した場合，大きく異なる

通信特性に起因した非効率な制御が行われ，性能が大きく低下する問題を示した．こ

のような，アドホックネットワーク固有の問題に対応するため，有線通信とは異なり，

送信された信号を複数の端末が同時に受信できる特徴である無線通信の同報性に着目

することで得られる経路の多様性を利用し，多様な転送経路の中から必要な転送経路

に絞り込むことで，低負荷かつ柔軟な通信制御を提案した．以下では本論文で論じた

研究内容について述べる．

（1）第 3章 優先端末を利用した近傍協力再送制御

第 3章では，経路上の各リンクで発生するフレーム損失に対し，経路近傍に存在す

る端末が，送信元端末に代わり，フレームの再送を行う効率的な再送制御を提案した．

従来，データリンク層では，ARQ を用いることでフレーム損失有無の確認，及び損

失したフレームの回復を行っていた．しかし，電波の干渉や端末の移動による影響が

考慮されておらず，次ホップ端末が一時的に通信範囲外となった場合，再送上限回数

に達するまで再送が行われる問題があった．これに対して，経路近傍の端末が，無線

通信の同報性を利用してリンクでの通信の成否を確認することで，フレーム損失が発

生した際に近傍端末が代わりにフレーム再送を行う手法が提案されている．これらの

手法では，各経路の近傍端末が，各リンクの通信を漏れ聞くことで，フレーム損失が

発生した場合に自律的に再送を行う手法が提案されている．しかし，従来手法では各

フレームに対し制御を行う必要があり，連続的にフレームの損失が発生した場合には，

衝突回避や制御メッセージの交換に伴う通信遅延が発生する問題がある．また，一時

的に中継経路を構築することで，上述した問題に対応する手法も提案されているが，

適切な中継回数を設定することが困難であり，不必要な迂回中継制御が行われる問題

があった．そこで，提案手法では，優先的に再送を行う端末を一端末設定することで，

連続的な損失が発生した場合による遅延の発生を抑制することで，通信環境に適応し

た再送制御を実現した．
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（2）第 4章 利用領域制限付きの確率的な転送制御

第 4章では，構築した経路の近傍領域内に存在する端末が，経路端末に代わりデー

タパケットの転送を行う確率的経路制御を提案した．従来，送信元端末とあて先端末

間で単一の経路を構築する経路制御が多く検討されているが，これらの手法では端末

の移動や電波干渉などの影響によって構築した経路が切断され，経路再構築が発生す

るなどの問題があった．この問題に対し，データリンク層と協調することで，経路の近

傍端末を利用した経路の迂回や 2ホップ先の経路端末を利用した経路の飛越を行う手

法が提案されている．しかし，従来手法では構築した経路に強く依存した制御が行わ

れるため，経路を大きく介した転送経路を選択できない問題があった．また，パケッ

トを受信した端末が自律的に転送の可否を決定する確率的経路制御が提案されている．

しかし，従来手法では，ネットワーク内に存在する各端末が自律的にデータの転送に

参加してしまうため，転送とともに転送に利用する領域が拡大し，通信資源の消費が

増加する問題があった．そこで提案手法では，転送に利用する領域を特定経路近傍の

領域に制限した確率的経路制御を行うことで，通信資源の過剰な消費を抑制した柔軟

な転送制御を実現した．また，パケットの転送を行った端末が適応的に経路の更新を

行うことで，経路の再構築を行うことなくトポロジーの変化への適応を実現している．

（3）第 5章 端末指定を利用した確率的な経路制御

第 5章では，パケットを受信した各端末が自身が転送に適した端末か否かを自律的

に判断し，データパケットの転送を行う経路非依存形の確率的転送制御を提案した．

アドホックネットワークでは，電波の干渉による通信環境の変化や端末の移動による

トポロジーの変化が発生する．そこで，転送待機時間に基づき転送端末選択を行う確

率的経路制御が提案されている．しかし，従来手法では，乱数に依存した転送待機時

間算出が行われていたため，効率的な転送端末選択が行われない問題があった．また，

各パケット転送時に常に転送待機時間が用いられるため，ホップ数の増加に従い待機

遅延が増加する問題があった．そこで，提案手法では，あて先端末により近い端末が

常に優先的に転送を行う転送待機時間算出を行うことで，効率的な転送端末選択を実

現した．更に，転送待機時間を用いることなく転送を行う優先転送端末を用いること

で，各ホップでの待機遅延の発生を抑制した．また，確率的経路制御では，複数の端

末を利用した転送を想定しているため，端末密度の変化などにより，端末密度が疎で

ある場合や転送に利用する領域に疎な領域を含む場合，通信の信頼性や効率が大きく

低下する問題があった．提案手法では，OR向けの各ホップでの再送制御を行うこと

で，端末密度が疎な領域を含む環境下での信頼性の改善を実現した．確率的経路制御

では，各端末は互いが送信したパケットを受信することで転送の暗黙的確認応答とし
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ているが，自身が送信したパケットの再受信に失敗した場合，不必要なパケット転送

が行われ，通信資源を消費する問題があった．この問題に対し，従来手法では，明示

的確認応答を利用した不必要な転送の抑制が行われているが，確認応答パケットを受

信した全ての端末が転送を停止してしまうため，必要なパケット転送までもが停止さ

れる問題があった．提案手法では，各端末がもつホップ数を利用した明示的確認応答

を行うことで，必要なパケット転送停止の発生を抑制するとともに，不必要なパケッ

ト転送を抑制した．

6.2 今後の展望

本論文では，無線通信の同報性に着目することで得られる多様な転送経路の中から，

必要な転送経路に絞り込むことで低負荷かつ柔軟な通信制御の検討を行った．本論文

で取り扱った確率的経路制御では，通信範囲内の複数の端末がデータの転送に参加し

転送経路を多様化しているが，端末密度の増加に従い多くの端末がパケットの転送に

参加し，送信元端末が送信したデータ量に対し多くの通信資源を消費する可能性があ

る．更に，アドホックネットワークでは複数の端末が同時に通信が可能であるため，

複数の通信が同時に行われることで輻輳が発生する可能性がある．そのため，通信資

源を過剰消費を抑制する通信環境に適応した輻輳制御や転送に利用する領域の制御を

検討する必要がある．

また，アドホックネットワークでは，既存のネットワークと大きく異なる特徴をも

つことから，実環境への適用を考えた場合には本論文で取り扱った課題の他にも多く

の検討すべき課題 [56]が存在する．特に近年では，既存の通信モデル [5, 6]にとらわ

れず，遅延耐性ネットワーク（DTN: Delay Tolerant Networking）[57]やコンテンツ

指向ネットワーク（CCN: Content Centric Network）[58]などの通信モデルに基づい

た新しい通信構造 [59]が検討されている．これらのモデルでは，既存の通信モデルに

依存しない通信制御を検討することで，従来の通信モデルでは実現が困難であった効

率化が実現できる可能性がある．アドホックネットワークにおいても，既存の通信モ

デルとは大きく異なる特徴を有することから，特定の通信モデルに依存せずアドホッ

クネットワークに適応した新たな通信の構造が必要となる可能性がある．そのために

は，アドホックネットワークの特徴に基づいた要素技術の検討が必要となると考えら

れ，本論文の検討で得られた結果が，アドホックネットワークに代表される無線マル

チホップネットワークの実用化の一助になれば幸いである．
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